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第１章　評価要約第１章　評価要約第１章　評価要約第１章　評価要約第１章　評価要約

　パキスタンでは、農業は国内総生産の26％、雇用人口の約50％を占める基幹産業であり、乾期

には小麦が、雨期には綿花、米、サトウキビなどの商品作物が栽培されている。特に、綿は加工

品を含めパキスタンの最大の輸出品目であり、また、米は主に中東向けに輸出されている。半乾

燥地が国土の大部分を占めるパキスタンにおいて、これほどの農業生産を可能にしているのは、イ

ギリス統治時代に整備されたインダス平原の用水路網によるところが大きい。一方、灌漑水が得

られず天水のみに依存する農地は北西辺境州やバロチスタン州に多く、これらの州では農地の大

半が天水農業である。

　このような背景のもと、国際協力事業団（JICA）は、灌漑農業分野の協力として、パンジャブ

州北部、北西辺境州、バロチスタン州などの天水地域における地下水開発にかかる井戸掘削機材

の供与、灌漑農業技術の開発・普及のためのセンターの設立などによる支援を行ってきた。

　本評価調査は、これらの協力がパキスタンの農業生産および農家経済に与えた効果を検証する

とともに、同国の灌漑開発の動向や施設の維持管理体制を調査し、今後、同国における灌漑農業

分野のプロジェクトを形成する際に有用な教訓・提言を導き出すことを目的として実施された。

　評価対象案件は、以下のとおりである。

(１)　地下水開発プロジェクト（無償資金協力：1985～1995年度、灌漑用井戸掘削機材の供与）

＜パンジャブ州＞

・地下水開発計画（1987）

＜北西辺境州＞

・地下水開発計画（1985）

・北西辺境州地下水開発計画（1994）

＜バロチスタン州＞

・地下水開発計画（1987、1990）

・バロチスタン州地下水開発計画（1995）

(２)　ナシラバード農業開発計画（無償資金協力：1987、1988、農業開発センターなどの建設）

　現地では、関係部局との協議、現場視察および農家調査を行うとともに、ローカルコンサ

ルタントによる補足調査も実施した。詳細な評価調査結果は第２章以降に記述するが、要約

すると次のとおりとなる。
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１－１　地下水開発案件

　パキスタンは、全国土の90％以上が年間降雨量500㎜以下の半乾燥地帯であり、パンジャブ州

の北部や北西辺境州、およびバロチスタン州は天水農業が中心である。このため、農産物の単収

や作付け率の向上のためには地下水開発が必要不可欠であることから、日本は数次にわたる灌漑

用井戸掘削機材の供与を通じ、これを支援してきた。

　過去に供与された掘削機材は、パキスタン側の予算不足により利用頻度があまり高くない機材

が一部あるものの、ほとんどの供与機材はフル活用されており、これまでの掘削本数は、パンジャ

ブ州で659本（うち灌漑用井戸設置593本）、北西辺境州で213本（すべて灌漑用井戸設置）、バロ

チスタン州で215本（うち灌漑用井戸設置 26本）に達している。

　その結果、パンジャブ州では約２万4000ha、北西辺境州では約8000ha、バロチスタン州では約

500haの農地で新たに灌漑農業ができるようになり、単収の増加、生産作物の多様化などが図られ

たため、これらの農家の粗収入は４倍程度増加しており、農家経済に大きなインパクトを与えて

いる。

　一方、農民が灌漑用井戸を手に入れようとする場合、井戸掘削費のほかにポンプ代、圃場まで

の水路建設代などの経費が必要であるが、これらの負担額は高額であるため、受益者が中規模以

上の農家に偏っている傾向がある。パキスタン側（州政府）は今後、小農民が灌漑井戸を掘削す

る際の支援策をさらに強化していく必要がある。

１－２　ナシラバード農業開発計画

　バロチスタン州における農業中心地であるナシラバードにおいてパットフィーダー水路拡張工

事計画（ADBとOECFとの協調融資、灌漑面積18万 5000ha）が実施されることになったことに

伴い、同地に本格的な灌漑農業技術指導センターの設立が必要となったことから、無償資金協力

により、施設の建設（パイロットファーム、管理研修棟、種子処理場、倉庫など）と農業機械の

供与などが行われた。

　同センターでは、米、小麦、綿の適応試験を通じ、ナシラバードでの栽培に適性がある品種を

推奨品種として認定し、農民に栽培を勧めている。米と小麦については、奨励品種の種子生産と

供給が効果的に行われており、パットフィーダー地区の農民のすべてが同センターで推奨した適

性品種の米と小麦を使用するようになった。加えて、同センターで実施された農業機械のデモン

ストレーションにより、日本の食糧増産援助を通じ供与された農業機械の使用が図られた結果、生

産性が向上し、同地区の農民の農業生産は約30％増加している。

　しかし、同センターを主管するバロチスタン州政府を中心とするパキスタン側の自助努力が十

分とはいえず、予算および技術スタッフの不足、機材の故障などにより、同センターは農業技術

の普及に貢献できる潜在的な可能性を持ちながらも、当初計画されていた水管理システムの確立、
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農民に対する研修などの活動は十分でなく、地域農民に対する農業技術の普及拠点として期待さ

れていた役割は、部分的に達成されていない。

１－３　教訓・提言

　パキスタンにおいて、パンジャブ州北部、北西辺境州、バロチスタン州は天水農業地域に位置

しており、地下水の利用なくして農作物の生産性向上、農家の所得向上はあまり期待できないと

いう状況にある。このため、パキスタンにおいて適切な地下水開発・利用に関してJICAが今後も

継続的に協力していく意義は大きいが、その半面、どのような形で協力を行っていくかが重要と

なる。すなわち、今回の評価調査の結果、これまで継続的に供与されてきた井戸掘削用機材は、灌

漑農業面積の増加、農家の所得向上という大きな効果は現れているものの、予算不足による未活

用、受益者の中規模以上の農家への偏りなどの問題がみられたことから、今後、同様の協力を検

討する際には、前回供与した機材の利用状況を十分確認し、その結果を慎重に吟味したうえで、協

力の可否を判断していく姿勢が求められる。

　また、灌漑施設の建設・改修だけでは十分な効果は生み出しにくいため、今後は周辺インフラ

（市場までの連絡道路、集荷場、農業普及所など）の整備も含んだ総合的な開発プロジェクトの重

要性が高まってくると思われる。さらに、老朽化した灌漑施設の修復・更新に加えて、水の合理

的利用を図るために灌漑施設の操作・維持監理の技術者の育成も急務である。

　「ナシラバード農業開発計画」によって整備された農業開発センターが部分的に当初目標を達成

していない直接的な原因は、パキスタン側の自助努力の不足にある。しかし一方で、パキスタン

側の受入能力を超えた規模の協力が実施されたとも指摘できることから、日本側としても今後改

善していく余地はある。特に、同センターのように援助を契機として組織が新規に設立される場

合、相手国政府や実施機関は、その施設や機材を有効活用するための体制（運営費、スタッフな

ど）を十分整備できるめどが立っていないままに要請を行う可能性があるため、今後、研究室棟

や研修施設棟など多くの施設、および多様な活動・機能を持つセンターを新規に設立する際には、

相手側の運営能力や活動状況の進捗をモニタリングし、その結果をみながら段階的に協力を実施

していくことも検討すべきであろう。

　また、今回評価したプロジェクトにおいては、現地市場では流通していない日本製機材が少な

からず調達されていた。このため、スペアパーツの入手が困難であるとともに、維持管理サービ

ス網がないため適切な維持管理を行うことができず、故障した機材が修理されることなくそのま

ま置かれている状況であった。今後は、仕様さえ満たしていれば、極力、現地でスペアパーツを

入手でき、かつ相手側の維持管理コストを低くできる機材が選定されるようにする必要があり、そ

のような改善の積み重ねが、現在問われている「援助の質の向上」につながるといえる。
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第２章　調査概要第２章　調査概要第２章　調査概要第２章　調査概要第２章　調査概要

２－１　調査の目的

　パキスタンにおいて過去にJICAが実施した灌漑農業分野の協力が、同国の農業生産および農家

経済に与えた効果を検証するとともに、同国の灌漑開発の動向や施設の維持管理体制を調査し、そ

の結果から同分野の案件実施にかかる教訓・提言を導き出し、今後の新規案件形成・採択に際し

ての基本情報を提供することを目的とする。

２－２　調査団構成

　団長・総括　　　永代成日出　　国際協力事業団国際協力専門員

　評価計画　　　　飯田　次郎　　国際協力事業団中国国際センター研修課

　協力効果分析　　大森　廣寿　　国際航業(株)海外事業本部技師

２－３　調査期間・日程

　1997年 12月 15日～12月 27日（資料１参照）

２－４　主要面談者

　（資料２参照）

２－５　評価対象案件の概要

(１)　地下水開発プロジェクト

１）パンジャブ州における地下水開発計画（無償資金協力：1987年度22.73億円）

　天水農業地域における農業用水確保のため、パンジャブ州農業総局に対し、地下水開発用

機材を供与した。

1987年度：深井戸掘削機器10式等（このほか、バロチスタン州に対して、ロータリー式掘

削機３台があわせて供与された）

２）北西辺境州における地下水開発計画（無償資金協力：1985年度9.37億円、1994年度7.91

億円）

　灌漑施設整備が遅れている北西辺境州における地下水灌漑導入のため、北西辺境州農業省

に対し、地下水開発用機材を供与した。

1985年度：ロータリー式掘削機４台等（このほか、シンド州に対して、ロータリー式

掘削機３台、パーカッション式掘削機２台があわせて供与された）

1994年度：削井機５台、揚水試験機２式、クレーン付きトラック３台等
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３）バロチスタン州における地下水開発計画（無償資金協力：1987年度22.73億円、1990年

度5.01億円、1995年度12.27億円）

　乾燥地域における農業用水および飲料水の確保のため、水利電力公社（WAPDA）に対し、

地下水開発用機材を供与した。

1987年度：深井戸掘削機３台、クレーン付き車両３台（このほか、パンジャブ州に対

して、深井戸掘削機器10式などがあわせて供与された）

1990年度：ロータリー式掘削機２台、高圧コンプレッサー２台、貨物トラック２台等

1995年度：ロータリー式掘削機４台、パーカッション式掘削機１台等

(２)　ナシラバード農村総合開発計画（無償資金協力：1987、1988年度、計20.64億円）

　パットフィーダー水路拡張計画（円借款）による灌漑面積拡大を受け、灌漑農業技術普及

のための実験農場、研修施設などを建設した。
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第３章　評価調査の方法第３章　評価調査の方法第３章　評価調査の方法第３章　評価調査の方法第３章　評価調査の方法

　評価調査は、既存文献資料の分析、質問票によるインタビュー調査、および現況視察によって

行った。

　また現地調査を補足するため、現地コンサルタントに委託して不足情報を収集した。具体的な

調査項目は以下のとおりである。

(１)　国内作業による既存資料・情報の収集（自然条件、土地利用、農業経済、農業農村基盤、

農民組織、灌漑システムの歴史と現状、灌漑システムの運営管理の現状、灌漑農業分野に対

するわが国の協力実績と傾向・協力効果、同分野に対する他ドナーの援助動向など）

(２)　評価対象案件にかかる基本情報の整理・分析

(３)　現地調査（パキスタン政府、実施機関、研究機関、他ドナーの現地事務所からのヒアリン

グ）

(４)　現地調査（個別案件サイトの視察およびパキスタン側実施機関からの施設の維持管理状

況、灌漑管理組織などにかかる聞き取り。農業生産、農民組織、農家経済に関する受益農民

へのインタビュー）

(５)　評価５項目（効率性、目標達成度、効果、妥当性、自立発展性）による評価

(６)　効果発現要因および効果発現阻害要因の分析

(７)　今後のパキスタンにおける灌漑農業分野の協力案件の形成・実施にかかる教訓・提言の抽

出
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第４章　パキスタンの灌漑農業第４章　パキスタンの灌漑農業第４章　パキスタンの灌漑農業第４章　パキスタンの灌漑農業第４章　パキスタンの灌漑農業

４－１　概況

(１)　農業の位置づけ

　パキスタンでは、農業は依然として、人口１億3000万人の食糧である小麦、米、サトウ

キビを供給する基幹産業であり、農業部門はGDPの26％、雇用人口の約50％を占める。ま

た人口の70％は農村に居住している。

　灌漑農地では、乾期には小麦が、雨期には綿花、米、サトウキビなどの商品作物が栽培さ

れ、天水農地では、小麦やメイズが主として作付けされる。

　綿は、その加工品を含め、パキスタンの総輸出額の57％を占める最大の輸出品目である。

米は、バスマティ米として主に中東向けに輸出されている。

　パキスタンは、北部を除き、全国土の90％以上が降水量500㎜以下の半乾燥地帯にある。

土地分類では44％が農業可能地であるが、耕作地は30％である。森林は４％にすぎない。

　乾燥地帯で作付け地が限られているパキスタンにおいて、これほどの農業生産を可能にし

ているのは、イギリス統治時代に整備されたインダス平原の用水路網による。

(２)　灌漑システムの歴史

　パキスタンにおいては、灌漑農業は古代から営まれていた。バロチスタン州や北西辺境州

の乾燥山岳地帯では、河川からの氾濫水灌漑や、カレーズ（地下水路）、山麓部の小河川小

規模用水によって、小規模ながらも農業が営まれていた。また、インダス平原部にあるパン

ジャブ州、シンド州では、大規模用水路、ペルシャ井戸、氾濫水灌漑などが普及していた。

　パキスタンの灌漑システムの基盤は、19世紀中ごろから植民地政府によってインダス平

原に建設された。1947年のインドとパキスタンの分離独立によりその用水路網は分断され

たものの、1960年にはインドとの間でインダス川水利協定が調印され、さらに世界銀行を

中心とした援助によって大規模ダムや連結水路の建設が行われ、灌漑システムは再構築され

た。

　それに伴って、高収量品種や化学肥料、農業機械などの投入がなされ、「緑の革命」が実

現した。

　1980年代には、構造調整政策が導入され、農業補助金や価格支持制度の削減、撤廃が勧

告された。灌漑用水整備の財政措置も削減され、市場メカニズム導入による民営化がめざさ

れている。
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(３)　灌漑の現状

　全国の耕地面積に対する灌漑面積の比率（灌漑率）は1990年代において80％に達してい

る。用水路灌漑は、インダス水系があるパンジャブ州、シンド州に多く、特にパンジャブ州

がその中心である。パンジャブ州は、人口の56％、6700万人を抱え、耕作面積の57％を占

めており、パキスタンにおける農産物生産のうち、小麦72％、米44％、メイズ36％、綿花

82％、サトウキビ39％、ヒヨコ豆76％が同州で生産される。

　灌漑農地のうち、用水路によるものは70％を占める。1960年代以降、用水路灌漑の水量

を補う意味もあり、管井戸が急速に普及し、現在、管井戸灌漑の比率は25％に達している。

地下水の売買も一部では一般化している。

　灌漑水が得られず天水のみに依存する農地は、バラニー（Barani）と呼ばれる。バラニー

は、パキスタン全体の可耕地のうちの３割を占めるが、バロチスタン州や北西辺境州では、

農地の大半をバラニーが占める。

(４)　農地劣化の問題

　パキスタンは、世界でも有数の灌漑用水路網を有しながら、農地が劣化し、単収は低下、

停滞している。米、小麦の生産性は世界の平均水準の70～80％にとどまるという。その原

因は、用水不足、土壌の性質の劣悪さ、塩害、湛水害、過放牧や森林伐採による土壌浸食な

どである。

　乾燥地であり、降水、灌漑用水の絶対量が不足しているパキスタンでは、塩害、湛水害は、

灌漑用水路網の再整備が始まった1960年代からみられた。インダス河流域の地下水位は、４

割の地域で100年間に40ｍから３ｍまで上昇したという。塩害、湛水害の影響を受けてい

る農地は、インダス平原全体の農地の６割に達するといわれる。特にパンジャブ州、シンド

州で深刻な被害が生じている。

　1980年代以降に塩害、湛水害が深刻化した第１の要因は、近年の管井戸の併用による過

剰な取水によるといわれる。この背景には、３％の人口増加率に示される人口圧による食糧

需要の増大がある。また、パキスタン人は従来、牧畜を重視する国民のため、より水を必要

とする飼料作物を栽培する傾向が高いことにもよるという。

　塩害、湛水害の深刻化の要因の２つ目は、漏水である。建設後100年以上経過した施設の

老朽化と維持管理の不備が原因である。用水の漏水率は灌漑システム全体で50％といわれ

る。また、インダス水系の河川の有効水量のうち、60％が損失しているという。漏水を抑え

るための水路の補修と維持管理は喫緊の課題である。

　第３の要因は、排水不良と用水不足である。これは、イギリス植民政府が建設した用水路

網は未舗装で、分離された排水路を有していなかったこと、当時、想定していた休閑地を確
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保せず、過剰に作付けをしていることによる。

　第４の要因は、関連行政組織の非効率性である。灌漑事業の所管は３機関にわたってい

る。連邦政府直轄の水利電力公社（WAPDA）が基幹施設を建設し、州の灌漑省が維持管理

を行う。さらに圃場レベルの維持管理は、州の農業省水管理局の指導のもと、農民が実施す

る。このように、所管機関の複雑さが統一的な維持管理を妨げているという。

　第５の要因は、非効率な水利用である。パキスタンでは、番水制（warabandi）といわれ

る水利慣行が今も根強い。州の灌漑省の指示や用水の上流に農地を持つ有力者の意向が優先

され、作物栽培の需要に応じた適正な配水がなされない。また盗水もあり、適正な水管理に

対するインセンティブを弱めている。

　水利費は、作物別に作付け面積当たりで設定されており、水の使用量には無関係である。

そのため、水の効率的な利用への誘因が働かない。水利費の単価は低く設定されており、維

持管理費をまかなえていない。世界銀行などは、水利費の値上げによる財政基盤の自立化を

めざしているが、合意には時間を要するようである。

　第６の要因は、土地制度である。土地改革は、独立後これまでに３回実施されたが、依然

として10％の世帯が全農地の５割を所有する構造にある。実際の耕作を賃労働者や小作人

に依存する形態は、適正な土地管理、水管理に対する意欲をそぐ要因といわれる。

　これらのほか、栽培や作付け体系などの農学的アプローチの軽視も塩害、湛水害の深刻化

に関係しているという。

(５)　改善策と施設の維持管理体制

　地下水位を下げる試みは、1960年代からWAPDAにより、SCARP（Salinity Control &

Reclamation Project：塩害制御土地改良計画）として取り組まれている。これは、管井戸

で浅層地下水をくみ上げ、用水路に流して希釈するというものである。そして、地下水位の

低下と塩害地の改良、補完的水供給を図るものである。効果をあげている地域もみられる

が、近年は、井戸の老朽化やくみ上げた地下水の塩分濃度が高いなどの問題が生じている。

　農場レベルの用水管理については、世界銀行の主導でOn-farm Water Managementが実

施され、農民参加により末端用水路の整備が進められている。末端水路の補修や耕地の均平

化に加え、水利組合の結成や適正な用水管理、施設の維持管理にかかる研修が実施されてい

る。

　また、1996年から世界銀行主導でアジア開発銀行、OECFが協調融資して、「全国排水計

画（National Drainage Program）」が実施されている。州政府灌漑省の法人化、民営化の

勧告を含む、抜本的な排水整備が実施される計画である。
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４－２　JICAなどの協力実績（資料３参照）

　パキスタンにおける農業分野の重要性から、わが国は灌漑農業分野に高いプライオリティーを

置き、協力を実施してきた。ただし、パキスタンの農業生産の中心であるインダス平原の用水路

網に対する直接的な協力は少なく、地域的には、バロチスタン州や北西辺境州といった辺境地や、

パンジャブ州北部の天水地域が中心である。

(１)　有償資金協力

　1980年代以降、灌漑案件は４件実施している。1990年代に入って、世界銀行との協調融

資により末端灌漑管理計画と全国排水路整備事業の２件が実施されており、これらは比較的

規模も大きく、パキスタン農業の主要課題に対応する案件といえる。

(２)　無償資金協力

　天水農地における地下水開発にかかる機材供与が中心であり、これらは一定以上の効果を

あげているといえる。しかし、裨益層が限定されているという課題が残っているため、今

後、農民層の構造について詳細な調査を実施し、裨益層を正確に把握・確認することが必要

である。また、農村総合開発の開発調査を受けての案件が２件〔ナシラバード農業開発計画

（1987、1988年度）およびイスラマバード農業総合開発計画（1989、1990年度）〕もある。近

年は、バロチスタン州で地下水涵（かん）養ダム計画のフィージビリティー調査が実施さ

れ、環境案件として無償資金協力の実施が計画されている。実施にあたっては、バロチスタ

ン州が置かれた社会的、技術的事情に種々配慮する必要があろう。

　これらのほかに、食糧増産援助（2KR）による肥料および農業機械の供与がある。1983～

1985年度の29億円をピークに、1996年度には9.5億円の供与を実施した。

(３)　開発調査

　1980年以降12件実施された。既存灌漑用水路の修復や農村総合開発計画が中心である。

調査後の事業化率は高くはないようである。これは、開発予算が20％削減されるなど、パ

キスタン政府の厳しい財政事情により、案件の実施がいっそう困難になった状況が背景にあ

る。また、1960年代から、世界銀行がインダス河流域を中心に灌漑農業セクターの開発を

主導していることも大きな原因と考えられる。灌漑施設改修の開発調査は、今後ともニーズ

が高いと思われる。改修実施により、一定以上の効果が期待でき、灌漑施設の維持管理も比

較的良好になると認識されている。パキスタン側の実施体制の改善と並行して、協力を進め

ていく必要があろう。
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(４)　専門家の派遣

　これまでは実績がないが、JICA事務所は今後、強化したい意向を有しており、砂漠化防

止の分野や国際湛水塩害研究所（IWASRI）に対する短期専門家の派遣が計画されている。

IWASRIは連邦政府管轄の組織で、塩害、湛水害防止に関する調査研究の中心的な調整機関

となることが期待されている。技術者であるカウンターパートを指導するには、日本人専門

家にも一定以上の実力（乾燥地農業の経験、英語力、見識）が要求されよう。パキスタンの

日常の慣習なども考慮に入れつつ、派遣の可能性を検討することが重要である。

４－３　他ドナーの援助方針

(１)　協力手法の変更（Community Approachへ）

　この調査においては、FAO、世界銀行、ADBの現地事務所を訪問し、パキスタンにおけ

る農業セクターの援助についてインタビューを行った。

　これらの機関では、従来はパキスタン中央/州政府機関を受け皿とした協力を実施してき

たが、期待された成果が得られなかったという。その原因として、すべての機関から、

１）パキスタン政府機関の業務の非効率性

２）伝統的な階層社会構造や政治的判断に基づく受益者層の偏り

３）汚職などの問題

ということが指摘された。

　そのため、これらの機関では現在は、受益者である農民に直接被益効果が及ぶことを目的

とした「Community Approach」へとその手法を変更し、また、農民の組織化、栽培指導、

施設維持管理、植林、農道（市場までのアクセス）などを含めた総合農村開発計画を多く実

施してきているという。

(２)　OECF

　全国排水計画（世界銀行、ADB、OECF融資）が、現状では最も大規模なプロジェクト

である。この融資の前提として、世界銀行は政策条件（コンデショナリティー）を付けてい

る。このコンディショナリティーの要は、州灌漑局の公社化である。これによって政治家の

不正な介入をなくすとともに、独立採算性を確保しようというものである。パキスタン政府

からは強い抵抗があったが、パンジャブ州議会では可決された。公社の名称は Provincial

Irrigation & Drainage Authorityとなる。州灌漑局が公社化された後の灌漑農業分野の技

術協力の受け皿が、現在の政府間ベースの協力において、どのようになるのかがひとつの課

題となるであろう。

　灌漑施設のO & Mおよびリハビリなどに関するパキスタン側のニーズは大きいものの、
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現在の社会制度が変わらなければ効果が生まれないと考えられるため、政策改善および組織

改善をからませた援助が必要である。この背景には、灌漑地区の持続的運営のための前提条

件は制度の改善である、という議論がある。

　パキスタンの中央/州政府とも、その財政状態は厳しく、融資案件におけるパキスタン側

自己分担分の資金を捻出できない状況にある。したがって、開発ニーズはありながら、融資

案件の形成が困難となっており、新規の大規模な灌漑基盤整備事業も凍結されている。

　世界銀行は、州農業省農業工学局（井戸掘削機材の使用機関）の公社化も必要であるとし

て、政策対話を行っている。その内容は、農業工学局は技術指導、監理のみを行い、業務の

実施は民間に任せるというものである。

　政策対話の結果がどうなるかは未定であるが、農業工学局の公社化が実施された場合、わ

が国が供与した井戸掘削機材がどのような体制のもとで活用されるのか注視する必要があ

る。
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第５章　個別案件の評価第５章　個別案件の評価第５章　個別案件の評価第５章　個別案件の評価第５章　個別案件の評価

５－１　地下水開発案件

　本個別案件評価では、地下水開発案件とナシラバード農業開発計画に大別して評価を行う。表

5-1に示すように、灌漑目的だけの地下水開発案件と、灌漑目的と飲料水目的双方を含む地下水開

発案件とで、パキスタンに1983年から1996年までの14年間に計67台の井戸掘削機が供与されて

きた。掘削機以外の機材も含む灌漑用水の確保を目的とした地下水開発案件への無償資金供与総

額は、およそ109.9億円にのぼっている。これらは、機材供与のみを行い、後の井戸掘削や、施設

建設、施設利用などは相手国側に任せる方式を採っている。

表5-1　対パキスタン井戸掘削機供与数

　同じ州の同一機関に供与された場合、資機材は同じ使われ方をするので、この評価では、パン

ジャブ州農業局農業工学局に対する1987年度（表5-1の№６）と1996年度（14）、北西辺境州農

業局農業工学局に対する1985年度（４）と1994年度（12）、バロチスタン州WAPDA（水利電力

公社）に対する1987年度（７）と1990年度（９）と1995年度（13）を、それぞれ年度は異なる

が、まとめて各州の地下水開発案件として扱う。

(１)　実施までの経緯と協力概要

１）パンジャブ州

　パンジャブ州農業省農業工学局には、1987年度の10台と1996年度の９台の合計19台の

案件名 年度 No. 実施機関 機種 台 億円
中型ﾛｰﾀﾘｰ式 2

地下水開発計画 1983 1 連邦管理民族地区灌漑局
大型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 7

8.00

2 バロチスタン州灌漑局 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 8
地下水開発計画 1984

3 ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ開発公社(ICTA) 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 1
13.30

4 北西辺境州農業局 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 4
中型ﾛｰﾀﾘｰ式 3 9.37地下水開発計画 1985

5 シンド州農業局
大型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 2

6 パンジャブ州農業局 中型ﾛｰﾀﾘｰ式 10

第
６
次
５
カ
年
計
画 地下水開発計画 1987

7 バロチスタン州WAPDA 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 3
22.73

地下水開発計画 1989 8 シンド州乾燥地域開発公社 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 2 5.5
地下水開発計画　(1/2期) 1990 9 バロチスタン州WAPDA 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 2 5.01

７
次
地下水開発計画 1991 10 バロチスタン州公衆衛生局 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 2 5.97
全国乾燥地域地下水開発計画 1993 11 パンジャブ州WAPDA 大型ﾛｰﾀﾘｰ式 2 6.79
北西辺境州地下水開発計画 1994 12 北西辺境州農業局 中型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 5 7.91

大型ﾛｰﾀﾘｰ式 4
バロチスタン州地下水開発計画 1995 13 バロチスタン州WAPDA

大型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式 1
12.27

第
８
次
パンジャブ州地下水開発計画 1996 14 パンジャブ州農業局 ﾄｯﾌﾟﾄﾞﾗｲﾌﾞ式 9 13.03
注：供与金額には井戸掘削機以外の機材の料金なども含んでいる。 計 167 109.9

灌漑目的。 灌漑目的および飲料水目的。
出所：JICA年報などより作成。
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井戸掘削機が供与されている。1987年度の10台は事業目的・背景などを説明した基本設計

報告書等がないが、1996年度の機材供与と受入機関と対象地域が同じため、基本的に事業

目的・背景は同じであると考えられる。

ａ）背景

　パンジャブ州農業総局（農地担当）は機械化による農業生産性向上を目標とし、①ブル

ドーザ導入による農地整備、②井戸掘削機導入による地下水灌漑の促進、③トラクター導

入による農地耕作の効率化を実施している。農地の単収増大と作物多様化をめざす灌漑用

深井戸建設の需要が増えているが、農業工学局は井戸掘削機の老朽化の問題などにより農

民の要請に応えきれずにいる。

　パンジャブ州は全国耕地面積の約57％、食糧生産では約67％を占める穀倉地帯である

が、その大部分はインダス河流域の表流水灌漑地域でのものである。パンジャブ州内で

も、西側の地形的に表流水の灌漑への利用が困難なバラニ（天水農業）地域では、農業開

発が遅れている。

　パンジャブ州政府が目標とする農業生産のいっそうの増大のためには、バラニ地域にお

ける地下水開発による灌漑が必要である。そこで、パキスタン政府は、灌漑実施による農

地の単収の増大と換金作物への栽培パターンの転換による農業生産性の向上および農民へ

の経済的裨益効果の増大を目的として、地下水開発に必要な井戸掘削機と関連機材の供与

をわが国に要請してきた。

　1996年度案件の対象地域は図5-1に示す９地区である。1987年度案件による機材も、同

地域で利用されている。
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図5-1　パンジャブ州地下水開発計画対象位置図
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ｂ）案件概要

①　地下水開発計画：1987年度

　資機材調査：1987年

　交換公文（E/N）締結日：1988年３月28日

　実施促進調査：1988年４月３日～４月14日（基本設計は行われていない）

　供与機材：

　　　深井戸掘削機器 10式等

（供与額は同年度にバロチスタン州に供与された大型ロータリー式井戸掘削機器

３式とあわせて、合計22.73億円）

（参考）パンジャブ州地下水開発計画：1997年３月21日

　1996年６月１日～７月６日　基本設計調査団

　E/N締結日：1996年

　供与機材：

　　　　車両搭載型井戸掘削機（掘削能力：深度200ｍ以上） ９台

　　　　掘削ツール（スタンダードアクセサリー、ドリリングツールス、その他）１式

　　　　スペアパーツ １式

　　　　可搬式コンプレッサー ３台

　　　　ピックアップトラック（４×４駆動シングルキャブ） ２台

　　　　デスクトップ型コンピューター １式

　　　　（供与額13.03億円）

ｃ）期待された効果

　表5-2は、1996年度案件の基本設計調査報告書に示されている「計画実施による効果と

現状改善の程度」の表である。案件実施によって期待される効果は、①井戸掘削能力強化

による灌漑面積増大、②農業生産性向上、③農家所得向上、④安定的飲料水供給（灌漑井

戸水の兼用）である。これらは、同じ機関によって対象地区内で使用されているので、1987

年度案件にも共通するものであると考えられる。

２）北西辺境州

　北西辺境州農業省農業工学局には、これまでに1985年度の４台と1994年度の５台の合計

９台の井戸掘削機が供与されている。1985年度案件に関しては基本設計調査が行われてお

らず詳しい資料がないが、同じ機関によって同じように使われているため、基本的には1994

年度案件と事業目的・背景は同じと考えられる。

ａ）背景

　北西辺境州（NWFP）は農業が主産業であるにもかかわらず、農業基盤整備、特に灌漑
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施設整備が遅れている地域である。1992/1993年の灌漑面積率は44.3％であり、農業統計

によれば、この数値に20年間ほど大きな変化はない。北西辺境州は地形的に表流水灌漑

が困難な地区が多いため地下水灌漑の要望が強い。

表5-2　パンジャブ州地下水開発計画（計画実施による効果と現状改善の程度）

現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善の程度
１．本計画の実施機関である農業
総局（農地相当）は機械化によ
る農業生産性の向上のため、井
戸掘削機の導入による地下水灌
漑の促進を実践している。しか
し、所有する井戸掘削機は老朽
化と台数不足のため農民が、井
戸建設の容量を提出しても数カ
月から１年以上もの期間、井戸
建設の着手が待たされる状況が
生じている

・本計画対象バラニ地域の面
積 115 万 7000ha に対して井
戸掘削機９台を含む関連地
下水開発機材の調達を得
て、実施機関は灌漑井戸建
設能力の強化が図られる

・実施機関の井戸掘削能力が強化
され、農民が井戸掘削を申請し
た後実施までの順番待ち時間が
短縮される
・増強された新規９台の井戸掘削
機により開発された地下水によ
り、灌漑耕地面積が増加する

２．計画対象バラニ地域は亜熱帯
性乾燥気候に位置しており、年
間降水量は 100 ㎜～800 ㎜にす
ぎず、現在農民は、これらの乏
しい降雨に依存した不安定な農
業経営を行っている

・本計画により地下水開発機
材の調達により深井戸の建
設が促進され、地下水によ
る安定した灌漑農業が可能
となる

・自然の降水に依存した不安定な
バラニ地域が、安定した地下水
の利用による灌漑農業に転換さ
れ、農作物の生産が安定する
・バラニ地域の作付け強度は50～
90％であるが、地下水による灌
漑農業では作付け強度が 120～
150％に増大し、生産性の向上が
見込まれる

３．計画対象地域の農民は降雨に
左右され、農業生産が不安定で
生産性も低い。このため、バン
ジャブ州他地域に比べて農家の
収入は少ない

・深井戸の建設により地下水
による安定した灌漑が可能
となり、農業生産が安定し
生産性が向上する。そして、
換金作物としての綿花、サ
トウキビ、米などの栽培が
可能となり現金収入が増大
する

・パキスタンの貧困ラインは１人
当たり最低必要摂取量 2550 カ
ロリーと算出され、1990/1991
年度の収入で 280 ルピー/月で
あった。一方、パキスタンの農
家１戸当たりの平均収入は、
2931 ルピー/月(３万 5172 ルピ
ー/年)である。現在のバラニ地
域の農家１戸当たりの収入は２
万 2000～８万 3000 ルピー/年で
ある。もし、地下水による灌漑
農業が可能となれば収入増が期
待されるため、農家は現在の収
入を貯蓄し、独自に深井戸建設
費を捻出すべく努力している。
また、完成した井戸や動力揚水
ポンプの運転維持管理費につい
ても独自に捻出可能な経済力が
保持される

４．丘陵台地や塩水化地域では生
活用水が不足し、水くみ作業は
婦女子の仕事である。乾燥地域
での水くみ作業は、長期間の労
働であり、また、水運搬距離も
数㎞に及ぶ重労働である。

・飲料水として適切で清浄な
地下水が、集落の近くで乾
期にも安定し、生活に必要
な水量が得られるようにな
る

・深井戸建設により清浄で安定し
た飲料水が常時得られるため、
生活衛生環境が改善され、地域
住民の健康が増進する

出所：パキスタン・イスラム共和国パンジャブ州地下水開発計画基本設計調査報告書、p.5-2～p.5-3、

　　　平成８年 10 月
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表5-3　州別灌漑率（1992/1993）

　1994年度案件は、北西辺境州内でも灌漑施設整備が遅れているマラカンド県の地下水灌

漑施設建設の体制強化のため井戸掘削機材整備計画を策定し、その実施に関しわが国に無

償資金協力を要請してきたものである（マラカンド県の位置に関しては、実際の配備地区

を示している図5-2参照）。

　州政府農業省の井戸掘削計画では、1993～1998年の５年間に州全体で1000本、マラカ

ンド県内で266本、年間64本の掘削を計画している。1994年度案件で５台の井戸掘削機

が供与され年間１台当たり５本（計25本）の井戸が掘削されるようになると、年間64本

という目標数値を達成できるようになると考えられた。そして、井戸掘削による地下水灌

漑の導入により、土地生産性が高まり、農業生産が増大することが期待された（1985年度

案件については対象地域が不明である）。

　実施機関の北西辺境州農業省農業工学局は、わが国の無償資金協力による機材を含め各

種の掘削機械を有するが、老朽化（一部は20～30年）のため能力が不十分となっており、

目的達成のためには掘削機械の更新・掘削能力向上が必要となっている。

ｂ）案件概要

①　地下水開発計画：1985年度

　E/N締結日：1985年 12月 26日

　実施促進調査：1986年（基本設計は行われていない）

　供与機材：

　井戸掘削機（ロータリー式） ４台等

（供与額は同年度にシンド州に供与された中型ロータリー式井戸掘削機３台、大

型パーカッション式井戸掘削機２台とあわせて、合計9.37億円）

（100 万 ha）

地　域 耕地面積 灌漑面積 灌漑率
全国 21.25 17.11 80.5
パンジャブ州 11.99 12.89 107.5
バロチスタン州 1.66 0.74 44.6
北西辺境州 1.92 0.85 44.3
シンド州 5.68 2.63 46.3
出所：Agricultural Statistics of Pakistan 1993-1994.

注　：パンジャブ州は、統計書によると 1988/1989 年以降、耕地面積より灌漑面積のほうが広く、灌漑率

が 100％を超えている。統計上の誤差か二期作の反映なのか、理由は不明である。
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図5-2　北西辺境州地下水開発計画1994年度供与機材配備地区

②　北西辺境州地下水開発計画：1994年度

　基本設計調査：1994年１月20日～２月２日

　E/N締結日：1995年４月５日

　供与機材：

　　　井戸掘削用機材

　　　　　削井機 ５台

　　　　　標準アクセサリー類（250ｍ掘削用） ５式

　　　　　掘削用ツールス ５本

　　　　　ケーシングツールス ５式

　　　　　周辺機器 ５式

　　　揚水試験機 ２式

　　　支援車両

　　　　　クレーン付きトラック ３台

　　　　　水タンク車 ３台
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　　　　　ピックアップトラック ５台

　　　　　孔内検層器 １式

　　　　　消耗品類 １式

　　　　　スペアパーツ １式

　　　（供与額は7.91億円）

ｃ）期待された効果

　表5-4は、1994年度案件の基本設計調査報告書に示されている「計画実施による効果と

現状改善の程度」の表である。案件実施によって期待された効果は、①灌漑用水不足解消

による農業生産増大、②井戸掘削能力向上、③現有掘削機械の能力向上、④灌漑地への集

約的農法導入による雇用創出、⑤小規模農家の営農・農家所得改善である。1985年度に供

与された機材も同じ農業工学局によって灌漑目的の井戸掘削に使われたので、これらの期

待効果は、1985年度供与機材にも共通するものであると考えられる。

３）バロチスタン州

　バロチスタン州WAPDA（水利電力公社）には、これまでに1987年度の３台と、1990年

度の２台と、1995年度の５台の合計10台の井戸掘削機が供与されている。1995年度案件以

外は基本設計調査が行われていないが、前者２案件の機材もWAPDAによって同じように

使用されているので、基本的に事業目的・背景は同じと考えられる。

ａ）背景

　バロチスタン州には約100万人の難民（全国で300万人）がおり、他州と比較し社会基

盤整備の程度が低く経済開発も遅れている。主要産業は農業（人口の47％が従事）である。
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表5-4　北部辺境州地下水開発計画（計画実施による効果と現状改善の程度）

　バロチスタン州政府は農業振興に開発基盤を置き、同州の乾燥地帯における地下水開発

を最重点策として推進してきたが、地下水開発用機材の老朽化が進み、実施機関である

WAPDA水利地質局クェッタ事務所では近年の地下水開発計画の促進に対応できなくなっ

てきたため、必要な機材の調達に関する無償資金協力を日本政府に要請してきた。

　バロチスタン州における地下水開発関連組織として、①WAPDA、②バロチスタン州開

発公社（BDA）、③灌漑電力局（I & PD）、④公衆衛生工学局（PHED）の４つがある。WAPDA

は連邦政府の直轄組織であるが、州内では計画開発局の監督下にあり、州政府から予算を

受け取っている。BDA、I & PD、PHEDは州政府に属する機関で州政府内の監督官庁が

翌年度事業の要請受付け・調整を行っている。

　WAPDAは直接に農民からの受注も行うが、WAPDAは独自計画で地下水開発を行う組

織ではなく、大半は州政府の委託により井戸建設を行っている。過去５年間のWAPDAの

井戸建設数はバロチスタン州全体の50％、可動リグ数は同州全体の40％で、同州の地下

水開発の中心組織である。

　1995年度案件では、当初の計画対象２地区は地下水位が浅いため必ずしも高性能リグが

必要でないが最貧地区であることから対象地域に残し、これに自己資金で調達困難な高性

現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善程度
(1) 灌漑用水の不足 井戸掘削機材の供与 井戸掘削計画により地形的に灌漑用水導入

が不可能であった地区の揚水不足を解消す
る。灌漑用水により土地の生産性が高まり、
農業生産が増大する。特に高収作物の野菜・
果樹の導入が可能となる。

(2) 事業実施のための掘
削能力の低下

当地に適しているパーカッ
ションリグ導入により、マラ
カンド県での井戸掘削能力
を高める

現状では５カ年井戸掘削計画の達成は困難
であるが、当事業実施により掘削能力が高ま
り年間 25 本程度の井戸掘削が可能となる

(3) 現有機材による作業
効率の低下

支援機材として、クレーント
ラック給水車、ピックアップ
トラック、揚水試験機材供与

これらの機材により本計画による掘削機械
の効率の向上が図れるばかりでなく、現有掘
削機械の能力の向上も図ることが可能であ
る

(4) 急増する地方労働者
の雇用問題

地下水開発促進 地下水開発を進めることにより、未灌漑地で
の灌漑水導入が可能となり、集約的農法の導
入が可能となる。さらにこの農法の導入によ
り多くの雇用が創出される。それにより急増
する地方労働者を吸収することが可能とな
る

(5) 地区内の大半を占め
る小規模農家の低収
入

地下水開発促進 灌漑水導入により、集約農法の導入が可能と
なり、野菜、果樹の栽培が盛んになる。この
農法の導入は小規模農家でもかなりの収入
をあげることができるようになり、ひいては
小規模農家の営農状況および農家経済の改
善につながるようになる

出所：パキスタン・イスラム共和国北西辺境州地下水開発計画基本設計調査報告書、pp.４～５、平成７年３月
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能リグを必要とする４地区を加え、６地区を対象地区にした（図5-3参照）。本計画対象

６地区で今後５年間に297本の井戸建設、州全体で780本強の井戸掘削能力の向上が見込

まれた。他の２案件に関しては対象地域不明であるが、掘削実績をみると、高地の表流水

獲得が困難な地域で井戸掘削が行われてきている。

ｂ）案件概要

①　地下水開発計画：1987年度

　資機材調査：1987年

　E/N締結日：1988年３月28日

　実施促進調査：1988年４月３日～４月14日（基本設計は行われていない）

　供与機材：

　　　深井戸掘削機器 ３式

　　　車両（クレーン付き） ３台

（供与額は同時にパンジャブ州に供与された中型ロータリー式井戸掘削機器10式とあわ

せて、合計22.73億円）

②　地下水開発計画：1990年度

　プロジェクト形成調査：1989年８月10日

　資機材等調査：1990年２月～３月（基本設計は行われていない）

　E/N締結日：1990年６月27日

　実施促進調査：1990年７月３日～７月６日

　供与機材：

　　　ロータリー式掘削機 ２台

　　　上記用ツールス ２式

　　　高圧コンプレッサー ２台

　　　ディーゼル溶接機 ２台

　　　車載型孔内検層器 １式

　　　地表電探機 １台

　　　貨物トラック ２台

　　　タンクトラック ２台

　　　クレーン付き貨物トラック １台

　　　ピックアップトラック １台

　　　ハードトップ車両 １台

　　　スペアーパーツ １式

　　　（供与額は、5.01億円）
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図5-3　バロチスタン州行政地区区分図
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③　バロチスタン州地下水開発計画：1995年度

　原要請書（1990年２月）：バロチスタン州は地下水開発用リグ30台（ロータリー21

台、パーカッション９台）の調達計画を立て、そのうちのロータリー式21台（約39億

円）をわが国に要請してきた。1992年と1993年の年次協議で規模縮小が協議された。

　さらに変更要請書（1994年５月）で、２対象地区（ジャルジャオ、パンシュゴール）

にリグ６台要請に変更され、再変更要請書（1995年７月）で、治安状況の理由からジャ

ルジャオがトゥルバットに変更された。基本設計調査時（1995年９月２日～10月10日）

には、対象地区を２から６に増やし、目的を灌漑用だけから灌漑・給水用に変更した。

　基本設計調査：1995年９月２日～10月 10日

　E/N締結日：1996年３月14日

　供与機材：

　　　Ⅰ　井戸建設機材

　　　　　ロータリー式掘削機ユニット ４式

　　　　　　　ロータリー式掘削機 １台

　　　　　　　サービストラック １台

　　　　　　　タンカートラック １台

　　　　　　　サービスピックアップ １台

　　　　　　　電気溶接機 １台

　　　　　パーカッション式掘削機ユニット １式　

　　　　　　　パーカッション式掘削機 １台

　　　　　　　サービストラック １台

　　　　　　　タンカートラック １台

　　　　　　　サービスピックアップ １台

　　　　　　　電気溶接機 １台

　　　　　　　発電機 １台

　　　Ⅱ　井戸建設支援機材

　　　　　クレーン付きトラック ２台

　　　　　揚水試験ユニット １式

　　　Ⅲ　車両搭載型電気検層器 １台

　　　Ⅳ　車両搭載型ワークショップ １台

　　　Ⅴ　予備部品 １式　

　　　（供与額は、12.27億円）
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ｃ）期待された効果

　表5-5は、1995年度案件の基本設計調査報告書に示されている「計画実施による効果と

現状改善の程度」の表である。案件実施によって期待された効果は、①現有施工能力の保

持、②井戸掘削能力向上、③灌漑面積増大による農業生産性増大、④新規灌漑地への集約

的農法導入による雇用創出、⑤灌漑による高収入作物の導入、⑥安定的飲料水供給（飲料

水用の井戸建設）である。1987年度案件の機材も1990年度案件の機材も、同じWAPDA

によって1995年度案件の機材と同じように使われているので、これらの期待効果は、1987

年度案件にも1990年度案件にも共通すると思われる。

(２)　現状

　表5-6は、本評価対象案件において供与された機材の活用状況をまとめた概要表である。こ

の詳細については、以下で州別に説明する。

１）パンジャブ州

ａ）掘削手続き

　井戸掘削手続きとして、農民は掘削要請時に、各農地で予想される水源までの深度に１

フィート当たりの農民負担額をかけた金額を前納することによって、農民は各地区別の掘

削待機リストに名前を連ねることができ、地区別で申込順に掘削が行われていく。有力者

から優先的に掘削することもないかわりに、営農規模を考慮して低所得者層から優先的に

掘削するということも行われていない。

　井戸掘削費用について、パンジャブ州では８～10インチの井戸掘削の場合、資本経費

抜きだと143ルピー/フィートと見積もっている。このうち、36ルピー/フィートを農民

が負担し、107ルピー/フィートを政府が補助することになっている。この出資比率は1989

年に決められたものであり、その後インフレにより実際の井戸掘削費総額は増えている

が、今でも農民は36ルピー/フィートだけ支払っている。

　現在、実勢に合わせて井戸掘削に対する補助金修正案を州政府内で検討中である。修正

原案によると農民143ルピー/フィート、政府補助金344ルピー/フィートの負担割合と

なっている。金額的に大幅な相違なく原案近くで可決される見込みである。
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表5-5　バロチスタン州地下水開発計画（計画実施による効果と現状改善の程度）

現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善程度
現有機材の老朽化が顕著で、施工
能力の低下が予想される

リグ５台を供与する 長期的に現有施工能力を保持で
きる

現有機材の作業効率が悪い 支援機材としてトラック、タンカ
ートラック、サービスピックアッ
プ、クレーン付きトラック、物理
検層器、ワークショップを供与す
る

本計画による掘削機械のみなら
ず、現有掘削機械の能率の向上を
図ることが可能となる

灌漑整備率が低い 井戸建設により灌漑用水の確保
が可能となる

灌漑受益面積が 200ha/年増加す
る。その結果、土地の生産性が高
まり、農業生産が増大する

急増する地方労働者 地下水開発促進 未灌漑地区での灌漑により集約
的農法の導入が可能となる。この
農法は多くの人を雇用するため
急増する地方労働者を吸収でき
る

地区内の大半は小規模農家で農
家収入が低い

地下水開発促進 灌漑によって集約農法の導入が
可能となり、高収入作物である野
菜、果樹の栽培ができる

地区内では水道水源として浅井
戸が多く、衛生上危険な状態にあ
る

深井戸建設により水道水源を確
保する

安全な水を安定供給することが
可能となり、公衆衛生の向上につ
ながる

出所：パキスタン・イスラム共和国バロチスタン州地下水開発計画基本設計調査報告書、p.73、

　　　平成８年２月
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表5-6　機材活用状況概要表

　ところで、パンジャブ州では、低所得者層の井戸掘削を補助する目的で、1996年までは

地域を限定して事前に７万5000ルピー、完成後に２万ルピー、合計９万5000ルピーを助

成する制度があったが、州政府の財政不足で現在は中止されている。

　農民による井戸掘削の申込みから掘削開始までの待機期間は、パンジャブ州農業工学局

によれば、機材ごとに掘削を待っている農民のリストが作られていて、待機期間は半年か

ら３年までの間隔があるということだった。

　本調査団が行った農家調査（注）によっても、パンジャブ州では掘削開始までの待機期間

に３カ月から18カ月まで期間にバラツキがある（表5-7）。

　この原因は、そのときの掘削機の利用・申込状況による。農業工学局によれば１本の掘

削機当たり10～15本の農民が待機リストに名前を連ねているため、掘削機１台当たり年

州 パンジャブ 北西辺境 バロチスタン
1987 大型ﾛｰﾀﾘｰ３台

1985 大型ﾛｰﾀﾘｰ４台 1990 大型ﾛｰﾀﾘｰ２台
供与掘削機数 1987 中型ﾛｰﾀﾘｰ 10 台

1994 中型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ５台 1995 大型ﾛｰﾀﾘｰ４台
大型ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ１台

受入機関 州農業省農業工学局 州農業省農業工学局 WAPDA

井戸掘削本数

659 本
(内 593 本に管井戸設
置)

202 本(1985 年機材)
11 本(1994 年機材)

143 本(1987 年機材)
(内 113 本に管井戸設置)
70 本(1990 年機材)
(内 56 本に管井戸設置)
２本(1995 年機材)

機材管理状況 良好 良好 良好(ただしﾚﾎﾟｰﾄのみ)

活用状況

フル活用 フル活用 1987 年機材のうち１台は
BDA に移管され、残りの２
台および 1990 年機材はフル
活用
1995 年機材のうち１台のみ
利用(予算不足のため)

目的 灌漑 灌漑 灌漑/飲料水

受益者数

593 世帯（１世帯内に兄
弟など数家族同居）
基本的に１世帯/井戸

・213 世帯、基本的に１世帯/
井戸（本調査団の調査結
果）
・1704 世帯、８世帯/井戸（ﾛ
ｰｶﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる調査結
果）
｛どちらが正しいか不明｝

・約 80 本が灌漑用、少数の
例外を除いて１世帯/井戸
（本調査団の調査結果）
・灌漑用は 26 本、８世帯/井
戸で計 208 世帯（ﾛｰｶﾙｺﾝｻﾙ
ﾀﾝﾄによる調査結果）
｛どちらが正しいか不明｝

事業実施体制
農民の要請、
申込順に掘削

農民の要請、
申込順に掘削

農民の要請＋政治的決定

農民

36 ルピー/フィート
（８”-10”の場合）
（農民負担額は 1989 年
の取決め以後固定）

358 ルピー/フィート
(減価償却費含む)

掘削
費用
分担

政府
実費から農民固定負担
額を引いた残額（400 ル
ピー/フィート以上）

358 ルピー/フィート

農民が要請した灌漑用井戸
は全額農民負担で約 1000 ル
ピー/フィート(ﾊﾟｲﾌﾟ・減価
償却費含む)（全体の１割）
政府ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ掘削の場合
100％政府負担（全体の９割)

出所：本調査団の現地調査結果に基づき作成。
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間７～８本の掘削頻度から考えると、場合によっては１年半を超える農家も出てくる。

(注)　JICAによって供与された機材で掘削された井戸で灌漑を行っている農家、および現在井戸を掘削中

の農家を調査した（パンジャブ州で４軒、北西辺境州で２軒、バロチスタン州では農閑期に農民が他

地域に移住するのが通例であるため農民に会えなかった）。

表5-7　地下水開発案件に関する農家調査結果概要表
（Rs.＝ルピー）

パンジャブ 北西辺境州
農家 No. １ ２ ３ ４ ５ ６
建設時期 建設中 1991 1991 1996 1997 建設中
建設時の
建設費用
(掘削除く)

― 11,000Rs.
(粉挽き水車
23,000Rs.)

50,000Rs.
電気代

6,000Rs/月

285,000Rs.
オイル代
4,000Rs/月

220,000Rs. 260,000Rs.

平均掘削費
（農民支出）

10,800Rs.
(36Rs.×
300feet)

10,800Rs. 10,800Rs. 10,800Rs. 125,300Rs.
(358Rs.×
350feet)

125,300Rs.

資金源 ADBP ﾛｰﾝ
利子 15％

親戚から借
金

自己資金 親戚から借
金

ADBP ﾛｰﾝ利
子３％、６年

自己資金

JICA 井戸
による灌漑
面積

25acre=
10.1ha 期待

6acre=
2.5ha

37.5acre=
15.2ha

8acre=
3.2ha

25acre=
10.1ha

60acre=
24.3ha 期待

総所有農地 600acre=
242.8ha

9.5acre=
3.8ha

37.5acre=
15.2ha

37acre=
15.0ha

35acre=
14.2ha
(灌漑後

10acre 借地)

70acre=
28.3ha

建設待機期
間

３カ月 ６カ月 11 カ月 18 カ月 ３カ月 ４カ月

総家族人数 14 人 12 人 6 人 40 人 14 人 15 人
農繁期雇用
労働

20 人 ５～６人 ４人 ４人 ２人
（常勤１人）

なし

トラクター ３台 なし １台 賃貸
130Rs./時

賃貸
120Rs./時

１台

灌漑後の
家畜

― 増加 ２倍 変化なし 変化なし ―

粗収入 4 倍増期待 4 倍
(2 万à8 万
Rs./年)

５倍 ５倍 10 倍期待 ８倍期待
(1,000à8,000
Rs./acre)

問題 水不足。
高利子(資金
目的：ﾚﾍﾞﾘﾝ
ｸ ﾞ、水路建
設、農業機械
購入)

ﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ
天水地の灌
漑

ﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ ﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ
天水地の灌
漑

化学肥料入
手困難。電力
不安定。高い
電気代

水不足。
ポンプへの
配電

出所：本調査団の現地調査結果に基づき作成。
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ｂ）掘削実績

　パンジャブ州には1987年度と1996年度に地下水開発用機材が州農業省農業工学局に供

与されている。1996年度の機材の現場配備予定は1998年３月であるため、現在使用され

ている機材は1987年度に供与されたものである。この機材による年度別の掘削実績を示

したのが表5-8であるが、農業工学局による年間目標掘削本数（１台当たり６本、10台で

60本）から計算された総目標掘削本数500本の131.8％に相当する659本を掘削しており、

効率的に利用されていることが示されている。

表5-8　パンジャブ州1987年度供与機材の年度別掘削実績

 表 5-9 は、同じ機材による地区別の掘削実績を示している。１台当たりの掘削数は、

Rawalpindi（91本）、Attock（75本）、Khushab（70本）が多くなっている。

　1987年度の供与機材が配備されている７地区は、1996年度の供与機材が配備される予

定の９地区に含まれており、1987年度の供与機材は、天水農業地域の農業開発という1996

年度の供与機材の目的に沿った使われ方をしている。

　1987年度の供与機材の管理状況は良好である。機材の維持管理・修理は自分たちで行っ

ている。農業工学局によれば、簡単な小部品は現地で製造し代用できているが、複雑な重

要部分のスペアパーツは現地での製造が困難だし、供与機材自体が外国製（日本製）とな

るためパキスタンではスペアパーツの入手が困難だということである。現場職員は、現在

の井戸掘削機の活用方法だとだいたい15年程度が寿命であるとみている。

　掘削深度は普通は300フィート（91.4ｍ）程度で、パンジャブ州では１本掘るのに、掘

削期間中２名のスタッフが常駐して25日程度要している。

目標掘削本数 掘削実績本数 掘削深度
(フィート)

掘削深度
(ｍ)

平均深度
(ｍ)

1989/1990 60 52 16,689 5,087 97.8
1990/1991 60 89 29,646 9,036 101.5
1991/1992 60 60 18,359 5,596 93.3
1992/1993 60 75 20,186 6,153 82.0
1993/1994 60 88 27,833 8,483 96.4
1994/1995 60 86 27,894 8,502 98.9
1995/1996 60 84 24,639 7,510 89.4
1996/1997 60 98 27,325 8,328 85.0
1997/1998＊ 20 27 8,160 2,487 92.1
合計 500 659 200,731 61,182 92.8

＊パキスタンの財政年度は７月～翌年６月なので、1997 年７月～10 月の４カ月間の数値。

出所：パンジャブ州農業工学局
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表5-9　パンジャブ州1987年度供与機材の地区別掘削実績

ｃ）建設費用

　前述したように、パンジャブ州において農民が井戸掘削費として支払うのは36ルピー/

フィートで、同州の平均掘削深度は300フィートのため、農民が支払う平均掘削費は１万

800ルピーとなる。現在、同州政府は井戸掘削１本当たり約450ルピー/フィートを補助

しているので、300フィートで約13万 5000ルピーを支払っている。

　この掘削補助金は、農民143ルピー/フィート、政府補助金344ルピー/フィートと修

正される予定であり、修正されると、井戸１本につき農民が支払う平均掘削費は４万2900

ルピー、政府補助金額は10万3200ルピーとなる見込みである。

　農民は、州政府に支払う井戸掘削費以外に、パイプ代（バロチスタン州は掘削費にパイ

プ代も含まれているが、他の２州は別料金）、ポンプ代、ポンプ小屋代、圃場までの水路

建設などの費用を払わなければならない。

　農家調査（表5-7）によると、農家№２の場合は、自噴井戸だったためポンプ設備のポ

ンプ小屋の建設が不要であり掘削費以外の費用は１万1000ルピーだけであった〔流れ出

る灌漑水を利用したメイズなどの粉挽き小屋建設費（２万3000ルピー）より安く仕上がっ

ている〕。農家№３の1991年における建設費用５万ルピーは、激しいインフレ（10％前後）

や外為下落（1990年に１USドル＝21.7ルピーが1997年に１USドル＝44.5ルピー）を

考えると、現在なら少なくても３～４倍の額に相当している。№４の農家は28万5000ル

ピーを掘削費以外の井戸建設費用として支払っている。北西辺境州の農家や両州の農業工

学局での聞き取りも参考にして考えると、現在の掘削後の建設費は約25万ルピーと見積

もられる。

掘削機数 掘削数 総深度
(フィート)

平均深度
(フィート)

平均深度(ｍ)

Attock １ 75 21,945 292.6 89.2
Rawalpindi ２ 182 54,881 301.5 91.9
Jhelum＊１ １ 47 11,003 234.1 71.4
Chakwal １ 118 43,440 368.1 112.2
Khushab ３ 210 61,011 290.5 88.6
Rajanpur １ 25 7,726 309.0 94.2
D.G. Khan＊２ １ 2 600 300.0 91.4
計 10 659 200,606 304.4 92.8
＊１　Jhelumに配備されている１台は1997年７月から10月までの４カ月間は機材整備のため使われなか

った。調査時点ではすでに修復され稼働可能な状態であった。

＊２　1996/1997 年度まで Chakwalに 2台が配備されていたが、1997/1998 年度に D.G.Khanに１台が移

管された。

出所：パンジャブ州農業工学局
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　パンジャブ州で農民が灌漑用井戸を手に入れようとした場合、現在、掘削費の１万800

ルピーに掘削後の施設建設費25万ルピーを加えた約26万ルピーが必要ということになる。

しかし、州政府による掘削補助金が見直されると、今後、農民は掘削費４万2900ルピー

と、建設費で約29万3000ルピーが必要となる。現地の聞き取りによると、平均的農家の

年間収入が２万ルピーということなので、この金額は低所得者層が容易に投資できる金額

ではない。

　パンジャブ州の４軒の農家の井戸建設費用の調達方法は、パキスタン農業開発銀行

（ADBP）からのローンが１軒、自己資金が１軒、親戚からの借金が２軒であった。ロー

ンを利用しない理由としては、イスラム教の戒律では利子・利息の支払いが禁じられてい

るため、農業開発銀行からの融資を嫌う傾向にあることと、借入れ手続きが面倒なことが

あげられた。

ｄ）受益者数

　パンジャブ州農業工学局による井戸掘削の目的は灌漑用水の確保であり、659本掘削さ

れたうちの593本に管井戸が設置された。そのうちの約５％が自噴井戸であり、残りは電

気かディーゼルによる動力井戸である。

　これらの灌漑用管井戸は、本調査団が農業工学局スタッフおよび数軒の農家から聞き取

りした結果によれば、基本的にひとつを１世帯が使用していた。また、表5-10は、掘削

された個々の井戸の一部の事例であるが、所有者は個人として登録されている。

　なお、パキスタンでは、一般に家父長社会で世帯主のもとに兄弟の数家族が同居する家

族制度（Joint Family System）が取られているので、１世帯の農家といってもひとつの

井戸の利用者には数家族が含まれている。
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表5-10　個別井戸掘削事例：パンジャブ州 Sargodma地区

（1992年 12月から1993年６月30日）
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表5-10　（続き-１）
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表5-10　（続き-２）
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２）北西辺境州

ａ）掘削手続き

　パンジャブ州と同様に、農民が掘削要請時に、各農地で予想される水源までの深度に１

フィート当たりの農民負担額をかけた金額を前納すると、各地区別の掘削待機リストに名

前を連ねることができ、地区別に申込順に掘削が行われていく。

　井戸掘削費は、農民と政府が半分ずつ負担することになっており、両者が358ルピー/

フィートずつ支払っている。北西辺境州の現在の井戸掘削費の合計額716ルピー/フィー

トは、パンジャブ州が実勢を反映した修正費用として検討している487ルピー/フィート

よりも50％近く高くなっている。これは無償資金協力によって無償で供与されたにもかか

わらず、減価償却費を見積もっているためである。しかし、そのぶんを将来の機材購入用

に積み立てておくことはしていないようである。

　北西辺境州では、低所得者層の井戸掘削を助成するため、1996年６月までは井戸完成後

に４万ルピーを補助していたが、州政府の財政不足で現在は行われていない。

　井戸掘削申込みから掘削開始までの待機期間は、北西辺境州農業工学局によれば２カ月

程度ということであり、同州での２軒の農家調査によれば３カ月と４カ月であった（表5-

7）。北西辺境州は、パンジャブ州と比べて掘削までの待機期間が比較的短い。

ｂ）掘削実績

　北西辺境州には1985年度と1994年度に地下水開発用機材が州農業省農業工学局に供与

されている。1985年度に供与された大型ロータリー井戸掘削機４台でこれまでに202本、

1994年度に供与された中型パーカッション井戸掘削機で11本が掘られている。平均掘削

深度は350フィート（106.7ｍ）である。

　北西辺境州担当官によれば、ラマダンや休日を除くと、実際に稼働できるのは１年間の

うち９カ月間だけである。１台の操作に農業工学局から４名（掘削機運転者、掘削機運転

補助員、水タンク者運転手、クレーン車運転手）がかかわり、それ以外に労働力が必要な

場合（通常４名）は農民が調達して作業し、だいたい350フィート掘るのに約70日かか

り、１台の掘削機当たり年間平均５本を掘削している。

　機材管理状況は良好で、1985年度供与機材に関してはずっとフル活用されている。1994

年度供与機材に関しては、現場に到着したのが約１年前でフル活用されるようになったの

は最近である。その原因は、1994年度供与機材としてパーカッション式掘削機が現地側要

請に従って選定されたが、北西辺境州農業工学局では、従来ロータリー式の井戸掘削機を

使用していたことから、パーカッション式は彼らにとって新技術であり、土壌がもろいと

掘削時の振動で周囲が崩れるなどし、当初は掘削機の操作に苦労したためである。しか

し、農業工学局スタッフのJICA本邦研修と現場での業者による操作方法の指導などによ
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り、現在は問題なく使用されるようになっている。

　なお、1994年度機材はすべてマラカンド県で使用するということで供与されたが、北西

辺境州農業工学局によれば実際にはペシャワールに２台、マラカンド、ディル、ディアイ

カーンに各１台ずつ配備されている（各地区の位置は図5-2参照）。

ｃ）建設費用

　北西辺境州の農民による掘削費用は358ルピー/フィートである。同州の平均掘削深度

は350フィートなので、農民が平均的に支払う掘削費用は12万5300ルピー/フィートと

なる。

　北西辺境州における２軒の農家調査結果によれば、掘削後の施設建設費は22万ルピー

と26万ルピーであった（表5-7）。これは、他の聞き取りなどで得られた掘削後の建設費

25万ルピーとだいたい一致している。

　したがって、北西辺境州の場合、農民が灌漑用井戸を手に入れようとしたら、掘削費の

12万5300ルピーに施設建設費25万ルピーを加えた37万5300ルピーが必要ということに

なる。

ｄ）受益者数

　北西辺境州では、1985年度供与機材で202本、1994年度供与機材で11本、合計213本

が掘られ、すべてに灌漑用井戸が設置された。本調査団が現地で農業工学局長に確認した

ところ、北西辺境州においてもパンジャブ州と同様に基本的にひとつの井戸を１世帯が使

用しているということである。

　しかし、別途ローカルコンサルタントに依頼した補足調査によると、北西辺境州農業工

学局に1994年度に供与された機材で掘削された11本の管井戸を１本当たり８世帯（８～

10名）で使用しており、合計で400haを灌漑（１本当たり37ha）しているということで

ある。そうすると、これら11本の管井戸の直接的な灌漑受益世帯は88世帯となる（パン

ジャブ州と違って個別の井戸掘削に関する資料がないので、本調査団による調査結果と

ローカルコンサルタントによる調査結果のどちらが正しいのかという判断ができない）。

３）バロチスタン州

ａ）掘削手続き

　井戸掘削に関する諸決定はバロチスタン州政府の計画開発局（Planning & Develop-

ment Department）が行っており、実施機関であるWAPDAなどに決定権はない。計画

開発局次長によれば、現状では、井戸掘削地選定や優先順位決定は、ほとんどの場合（全

体の掘削件数の約９割）、政治的に行われているとのことである。すなわち州の有力者、政

治的な影響力を持つ人々（州議会議員など）の意向がより反映される構図が存在してい

る。残り１割程度が農民からの直接的要請に基づいて掘削されるものである。
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　本調査においては、州議会議員が自らが所有し、建設中のマンションの居住者の飲料水

確保を目的として、井戸が掘削されたケースがみられた。

　ただし、これとは別に、アフガニスタン難民の定住問題や、州政府の管理の及ばない部

族地域の点在など、井戸掘削も部族競合社会の治安安定手段として利用する必要があると

いうバロチスタン州の特殊性が、政治的決定を優先せざるを得ない事情を生んでいる可能

性もあろう。

　農民の直接的要請によって、灌漑用井戸を掘削する場合、掘削費は100％農民負担で料

金は1000ルピー/フィートとなっている。これは機材の減価償却費やパイプなどの費用

を含んだ料金設定である。ただし、州政府の事業として掘削される場合は100％政府負担

で行われている。なお、飲料水用井戸は100％政府負担で掘削されており、完成後の維持

管理費のみ利用者が負担している。

ｂ）掘削実績

　バロチスタン州には1987年度、1990年度、1995年度に地下水開発用機材がWAPDAに

供与されている。しかし、1995年度に供与された井戸掘削機５台のうち４台が、操作員の

給料や燃料費などの運転費用に対する連邦政府からの予算措置がなされないために未使用

の状況である。また、1987年度に供与された３台の井戸掘削機のうち１台が、機材引渡し

当初からBDA（バロチスタン開発庁）に移管されている。機材管理状況は、WAPDA担

当者によれば良好ということである。

　表5-11は供与機材の活用概要を示しているが、総掘削本数は215本、管井戸設置数は

171本となっている。平均深度は500～ 600フィートと他の州より深くなっている。

表5-11　バロチスタン州WAPDAへの供与機材活用概要

案件年度 1987 年度 1990 年度 1995 年度
Rig. No. TSR＊-1 TSR-2 TSR-3 TSR-4 TSR-5
稼働期間 1986.7

～1997.11
1987.9
～1997.11

1991.10
～1997.11

1991.11
～1997.11

1997.6
～1997.11

掘削数 77 66 32 38 2
総掘削深度 36,732　ft. 36,326　ft. 21,763　ft. 26,117　ft. 764　ft.
平均掘削深度 477　ft. 550　ft. 680　ft. 678　ft. 382　ft.
管井戸設置数 62 51 26 30 2
管井戸総深度 27,807　ft. 25,568　ft. 15,891　ft. 20,074　ft. 753　ft.
管井戸平均深度 449　ft. 501　ft. 611　ft. 669　ft. 377　ft.
平均揚水量(約) 300　gls/mt. 330　gls/mt. 350　gls/mt. 400　gls/mt. 450　gls/mt.
注：＊＝Tone Straight Rotary Rig　　ft.＝フィート　　gls/mt.＝ガロン/分

出所：バロチスタン州WAPDA



－38－

　表5-12の年度別掘削実績によれば、1987年度供与機材は年６本平均、1990年度供与機

材は年５本平均で活用されている。1995年度に供与された掘削機のうち１台は、供与後使

用された半年間で２本を掘っている。

　表5-13は地区別の掘削実績を示しているが、バロチスタン州では、各機材が一定の地

区内ではなく州内のさまざまな地区に動かされて使用されていることが示されている。

1995年度に供与された機材は５台中１台しか使用されていない状況であるため、基本設計

調査では対象地区と設定された６地区で使用されるかどうかは不明である。

　表5-14は、バロチスタン州内で井戸掘削を行う４つの公的機関の実績表である。各機

関から入手した掘削実績のデータには年度の相違がある。灌漑局のデータは1982/1983年

度～1995/1996年度、WAPDAのデータは、全掘削数については1994/1995年度～1996/

1997年度であり、JICAによる機材の掘削本数は1986/1987年度～1996/1997年度、BDAの

データは1989/1990年度～1996/1997年度、公衆衛生局のデータは1987/1988年度～1996/

1997年度となっており、正確な比較は困難である。しかし、それぞれについて年間平均掘

削数を計算すると、WAPDAは年平均50.3本を掘っており、それは４機関合計の年間平

均掘削数124.7本の40.4％に相当する。したがって、WAPDAはバロチスタン州の井戸掘

削の中心機関といえる。WAPDAにおけるJICA供与機材における年間平均掘削数は19本

で、WAPDAの全体の年間平均掘削数50.3本の37.8％となっている。

　掘削数に対する管井戸設置数の割合では、灌漑局が87.5％、WAPDAが85.4％（JICA

から供与された機材に関しては79.4％）、BDAが81.3％、公衆衛生局が80％となってい

る。割合だけ比較すると、灌漑局が一番高く、BDAや公衆衛生局が低いという結果となっ

ている。しかし、管井戸が設置されない理由としては、帯水層を掘り当てることに失敗し

た場合もあり、簡単に地下水開発の歩留まりがBDAや公衆衛生局などが低いとはいえな

い。

ｃ）建設費用

　バロチスタン州WAPDAによれば、パイプやスクリーンなどの挿入まで行い、地上部に

ポンプ施設さえ建設すれば使用可能な状態にした場合、掘削費用は1000ルピー/フィー

トであり、これには機材の減価償却費まで含まれている。同州における平均掘削深度は

550～600フィートであり、農民が灌漑用井戸の掘削を州政府に申し込むと全費用を農民

自身が払わなければならないので、掘削費用として農民が支払うのは55万～60万ルピー

となる。
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表5-12　バロチスタン州WAPDA：年度別掘削実績

案件年度 1987 年度 1990 年度 1995 年度
TSR＊１ TSR-2 TSR-3 TSR-4 TSR-5 合計

年　度 TW＊２ TH＊３ TW TH TW TH TW TH TW TH TW TH 計
1 1986/1987＊４ 6 3 - - - - - - - - 6 3 9
2 1987/1988 7 1 5 2 - - - - - - 12 3 15
3 1988/1989 6 1 5 - - - - - - - 11 1 12
4 1989/1990 6 1 6 1 - - - - - - 12 2 14
5 1990/1991 5 - 4 4 - - - - - - 9 4 13
6 1991/1992 7 3 5 2 1 5 3 2 - - 16 12 28
7 1992/1993 5 - 11 1 7 - 7 1 - - 30 2 32
8 1993/1994 7 3 6 1 4 - 5 2 - - 22 6 28
9 1994/1995 6 - 3 2 3 1 7 - - - 19 3 22
10 1995/1996 5 - 3 2 6 - 5 1 - - 19 3 22
11 1996/1997 1 3 3 - 4 - 2 1 - - 10 4 14
12 1997/1998 1 - - - 1 - 1 1 2 - 5 1 6
小　　計 62 15 51 15 26 6 30 8 2 - 171 44 215
合　　計 77 66 32 38 2 215

注：＊１＝Tone Straight Rotary Rig.　　＊２＝Tube Well.　　＊３＝Test Hole.

＊４：E/N締結日は 1988 年 3 月 28 日であり、TSR-1に関して 1986/1987 年の掘削実績があるのは変だが、

WAPDA より提供された表をそのまま掲載した。なお、パキスタンの財政年度は 7 月から翌年 6 月

までである。

出所：バロチスタン州WAPDA
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表5-13　バロチスタン州WAPDAへの供与機材活用概要

1987 年度
機材

1990 年度
機材

1995
年度機材

TSR-1 TSR-2 TSR-3 TSR-4 TSR-5
合　計

TW＊１ TH＊２ TW TH TW TH TW TH TW TH TW TH 計
QUETTA 19 4 19 5 7 1 11 1 - - 56 11 67

Quetta 7 2 7 2 1 1 6 1 - - 21 6 27
Pishin 1 1 - 2 - - - - - - 1 3 4
Qila Abdullah 3 1 2 - 6 - 2 - - - 13 1 14
Chagai 8 - 10 1 - - 3 - - - 21 1 22

ZHOB 8 2 13 2 5 2 9 5 35 11 46
Zhob 1 1 - - - - 1 - - - 2 1 3
Qila Saifullah 7 1 13 2 5 2 6 2 - - 31 7 38
Laralai - - - - - - 1 1 - - 1 1 2
Musakhel - - - - - - 1 2 - - 1 2 3
Barkhan - - - - - - - - - - - - -

SIBI 5 2 11 6 7 1 1 - - - 24 9 33
Sibi - - - - 3 - - - - - 3 - 3
Ziarat 1 1 1 - - 1 1 - - - 3 2 5
Kohlu - - - - 4 - - - - - 4 - 4
Dera Bugti 4 1 10 6 - - - - - - 14 7 21

NASIRABAD - - - - - - - - - - - - -
Jafferabad - - - - - - - - - - - - -
Nasirabad - - - - - - - - - - - - -
Jhal Magsi - - - - - - - - - - - - -
Bolan - - - - - - - - - - - - -

KALAT 23 4 8 2 7 2 9 2 2 49 10 59
Kalat 7 2 1 - - - 1 - - - 9 2 11
Mastung 7 - 4 1 6 - 4 1 - - 21 2 23
Khuzdar 1 - - - - - - - 2 - 3 - 3
Awaran 2 - 1 - - - - - - - 3 - 3
Lasbela 3 - 2 1 - - - - - - 5 1 6
Kharan 3 2 - - 1 2 4 1 - - 8 5 13

MEKRAN 7 3 - - - - - - - - 7 3 10
Kech(Turbaf) 7 3 - - - - - - - - 7 3 10
Gawadar - - - - - - - - - - - - -
Panjgur - - - - - - - - - - - - -

TOTAL 62 15 51 15 26 6 30 8 2 - 171 44 215
GROUND TOTAL 77 66 32 38 2 215

＊１＝Tube Well　　＊２＝Test Hole

出所：バロチスタン州WAPDA
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表5-14　バロチスタン州井戸掘削機関実績

　バロチスタン州では、農家調査ができなかったため、同州での掘削後の建設費用に関す

るデータはない。パンジャブ州と北西辺境州の場合、掘削後の建設費用25万ルピーのう

ち10万～12万ルピーがパイプ代ということだったので（バロチスタン州の場合、井戸掘

削費にパイプ代が含まれている）、残りの13万～15万ルピーが、バロチスタン州におけ

る掘削後の建設費と考えられる。

　したがって、バロチスタン州で、農民が灌漑用井戸を手に入れようとしたら、68万～75

万ルピーが必要ということになる。

ｄ）直接的受益者数

　バロチスタン州における井戸掘削の目的は灌漑と飲料水供給の両方である。本調査団の

ヒアリングによれば、灌漑用は、農民グループによって所有されている２、３の例を除い

て、ほとんがパンジャブ州および北西辺境州と同様に基本的にひとつの井戸を１世帯が使

用しているということであった。そして、正確な用途別本数は不明だが、Quetta地区の

場合は主に飲料水供給目的、Zhob地区と Sibi地区は主に灌漑目的、Kalat地区は灌漑と

WAPDA
灌漑局

全掘削数 JICA機材掘削 BDA 公衆衛生局

1982/1983 3 - - - -
1983/1984 10 - - - -
1984/1985 9 - - - -
1985/1986 11 - - - -
1986/1987 11 - 9 - -
1987/1988 10 - 15 - 45
1988/1989 6 - 12 - 56
1989/1990 5 - 14 24 56
1990/1991 4 - 13 17 31
1991/1992 1 - 28 32 36
1992/1993 7 - 32 23 56
1993/1994 6 - 28 26 41
1994/1995 3 60 22 21 57
1995/1996 2 52 22 22 44
1996/1997 - 39 14 28 18
掘削合計 88 151 209 193 440
年平均数 6.3 50.3 19.0 24.1 44.0
年平均数/
年平均数合計（％）

5.0 40.4 15.2 19.3 35.3

管井戸設置数 77 129 166 157 352
管井戸設置数/
掘削合計（％）

87.5 85.4 79.4 81.3 80.0

出所：各井戸掘削機関
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飲料水供給が半々ぐらい、Mekran地区では管井戸設置７本中の１本が灌漑用で残り６本

が飲料水供給用ということであった。

　しかし、本調査団帰国後のローカルコンサルタントによる補足調査報告書によると、４

つの公的井戸掘削機関による井戸掘削はほとんどが飲料水供給を目的としており、灌漑用

に設置された管井戸は、今までにWAPDAによるものが26本、灌漑局によるものが８本

の計34本だけということである。ローカルコンサルタントによれば、ひとつの管井戸が

約20ha（50acre）を灌漑しており、管井戸１本当たり８家族が利用している。WAPDAに

よる26本のうちJICAの供与機材によって何本掘削されたのかに関する報告はないが、仮

に26本すべてがJICAによって供与された機材で掘削されたとするなら、それによる灌漑

面積は520ha（1300acre）、直接的な灌漑受益農家は208家族という計算になる（具体的な

個別の井戸掘削に関する資料がないし、ローカルコンサルタントの主張を裏づけるデータ

もないので、本調査団による調査結果とローカルコンサルタントによる主張のどちらが正

しいのかは判断ができない）。

(３)　効果

　本項以降の、地下水開発案件の効果（5-1-(3)項）、問題点（5-1-(4)項）、課題と提言（5-

1-(5)項）については、パンジャブ州、北西辺境州、バロチスタン州の３州に共通するもの

が多く、３州をあわせて論じないと全体の傾向が把握しにくいので、３州に分けないで論じ

る。

１）灌漑面積増大

　井戸掘削によって灌漑可能となる面積について、パンジャブ州農業工学局は、農家１戸当

たり平均40.4ha（100acre）と答えている。北西辺境州農業工学局は、1994年度に供与され

た機材による灌漑面積は平均36.4ha（89.9acre）と答えている。バロチスタン州に関する

ローカルコンサルタントの調査によると、１本当たりの灌漑面積は約20ha（50acre）であ

る。

　他方、パンジャブ州と北西辺境州で行った農家調査（表5-7）における両州あわせて６軒

の農家の（井戸掘削中の農家の予想灌漑面積を含めて）灌漑用井戸１本当たりの平均灌漑面

積は10.9ha（27acre）である。農家調査の結果から考えると、パンジャブ州の40.4ha、北

西辺境州の36.4ha、バロチスタン州の20haという平均値は大きすぎるようにも考えられる。

しかし、ここでは、これらの公的機関による平均値を正しいものとして取り上げる。

　パンジャブ州農業工学局の回答に従うならば、1987年度供与機材により1989年７月から

1997年10月までの８年４カ月で593本の灌漑用井戸が設置され、平均40.4ha（100acre）の

灌漑面積で、合計２万3996ha（５万9300acre）の灌漑地が生み出されている。これは同州
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総灌漑面積（現在の数値が不明なので1992/1993年度の数値）1289万 haの 0.2％、同州管

井戸総灌漑面積229万 haの 1.0％に相当している。

　北西辺境州の場合、1985 年度供与機材で202 本の管井戸が設置され、平均約36.4ha

（89.9acre）の灌漑面積で合計7356.9ha（１万8180acre）、1994年度供与機材で11本400ha

（988.4acre）、合計約7757ha（１万9170acre）の灌漑地が生み出されている。これは同州総

灌漑面積（1992/1993年度）85万haの0.9％、同州管井戸総灌漑面積６万haの12.9％に相

当している。

　バロチスタン州の場合、ローカルコンサルタントによる数値を採用しWAPDAによる灌

漑用井戸26本がすべて JICAによって供与された機材で掘削されたと仮定すると、管井戸

１本当たりの灌漑面積は約20ha（50acre）で、合計520ha（1300acre）となる。これは同州

総灌漑面積（1992/1993年度）74万 haの0.1％、同州管井戸総灌漑面積18万haの0.3％に

相当している。

　今回の本評価対象案件で供与された掘削機による灌漑地の３州の総合計は、３万2273ha

（７万9770acre）で、それは全国の灌漑面積（1992/1993年度）1711万haの0.2％、全国の

管井戸総灌漑面積430万 haの 0.8％に相当する。表5-15は、灌漑面積への効果をまとめた

ものである。

　表5-16は、３州の管井戸による灌漑地面積を示している。パンジャブ州の場合、今回評

価対象案件の初めの年が1987年であり、その年の灌漑面積は201万 haであったが、1994/

1995年には240万 haとなり７年間で39万ha増えている。北西辺境州の場合、今回評価対

象案件の初めの年が1985年であり、その年の灌漑面積は５万haであったが、1994/1995年

には９万haとなり９年間で４万ha増えている。バロチスタン州の場合、今回評価対象案件

の初めの年が1987年であり、その年の灌漑面積は12万haであったが、1994/1995年には22

万 haとなり９年間で10万 ha増えている。

表5-15　本評価対象案件による灌漑面積の増大効果

パンジャブ州 北西辺境州 バロチスタン州 合計
a. 灌漑井戸数 593 213 26 832
b. 平均新設灌漑面積(ha) 40.4 36.4 20 38.8
c. 総新設灌漑面積(ha) 23,996 7,757 520 32,273

d. 州内総灌漑面積(ha) 12,890,000 850,000 740,000
17,110,000
(全国)

e. c/d（％） 0.2 0.9 0.4 0.2

f. 州内管井戸灌漑面積(ha) 2,290,000 60,000 180,000
4,300,000
(全国)

g. c/f（％） 1.0 12.9 1.8 0.8
出所：各州農業統計より計算
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表5-16　州別の管井戸灌漑地

２）農業生産増大

　井戸掘削によって灌漑可能となった農地における農産物の単収への効果について、パン

ジャブ州農業工学局は、穀物の単収が1.2～ 2.5倍になり（小麦とメイズが2.5倍）、野菜

や果樹などが生産可能になったことをあげている（表5-17参照）。

　北西辺境州では、灌漑によって小麦の単収が1.46倍、メイズの単収が1.82倍というよう

に穀物の単収があがるほかに、米や野菜・果物が生産可能になることを効果としてあげてい

る（表5-18）。

表5-17　灌漑による単収への効果（パンジャブ州政府）

（100 万 ha）
パンジャブ州 北西辺境州 バロチスタン州

1983/1984 1.69 0.05 0.10
1984/1985 1.73 0.05 0.09
1985/1986 1.80 0.05 0.09
1986/1987 1.91 0.05 0.10
1987/1988 2.01 0.05 0.12
1988/1989 2.17 0.05 0.11
1989/1990 2.26 0.05 0.13
1990/1991 2.23 0.05 0.14
1991/1992 2.23 0.06 0.16
1992/1993 2.29 0.06 0.18
1993/1994 2.36 0.08 0.20
1994/1995 2.40 0.09 0.22

出所：各州農業統計

バラニ 灌漑地 対比
(㎏/ha) (㎏/ha) 倍

小麦 1186 小麦 2965 小麦 2.5
他の穀物 494 他の穀物 593 他の穀物 1.2
メイズ 988 メイズ 2471 メイズ 2.5
グアラ 593 油種作物 988 野菜 生産可能
― ― ポテト 1977 果樹 生産可能
出所：パンジャブ州農業工学局
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表5-18　灌漑による単収への効果（北西辺境州政府）

　なお、バロチスタン州に関しては、灌漑前と灌漑後の農業生産の相違を示すようなデータ

を本調査団もローカルコンサルタントも入手できなかった。

３）農家経済改善

　このような農産物の単収の増大と、灌漑により野菜や果樹が生産可能となったことによ

り、農家経済が改善されている。

　表5-19は、パンジャブ州農業工学局による灌漑前と灌漑後の農家所得の変化を示したも

のである。灌漑前は平均100acre所有している593農家の総農家収入は１億869万 6900ル

ピー、１農家当たり18万3300ルピーだったが、灌漑後に総農家収入が４億675万560ルピー

となり、１農家当たり68万5920ルピー増えている。灌漑前の１農家当たり収入に増収分を

加えた灌漑後の農家収入は86万 9220ルピーで、灌漑により4.7倍に増大している。

　また、パンジャブ州における粗収入に占める利益率は、小麦が25％、メイズが35％、穀

物が45％となっている（表5-20参照）。

表5-19　パンジャブ州の灌漑による収益増加（灌漑による受益農家全体の増収）

バラニ(kg/ha) 灌漑地(kg/ha) 増加率
メイズ 1,039 1,890 1.82
飼料 18,869 26,400 1.40
小麦 1,213 1,771 1.46
大麦 1,186 1,256 1.06
米 ― 1,796 ―
出所：北西辺境州農業工学局

（Rs.＝ルピー）

農家収穫
(40kg 袋)
前 後

農家作付
け面積
(acre)

増産
(40kg 袋)

593 農家
総増産
(40 ㎏袋)

単価
(Rs./40kg)

総増収入
(Rs.)

小麦 10 30 46 920 545,560 240 130,934,400
サトウキビ - 700 6 4,200 2,490,600 24 59,774,400
綿 - 20 18 360 213,480 600 128,088,000
米 - 25 12 300 177,900 300 53,370,000
他の食用穀物 10 18 27 216 128,088 270 34,583,760
計 109 406,750,560
出所：パンジャブ州農業工学局
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表5-20　灌漑農業における主要作物の粗収入、費用、純益（パンジャブ州）

　北西辺境州農業工学部は、灌漑によって、灌漑前の平均農家所得4373ルピーから（表5-

21）、灌漑後の平均農家所得１万8287ルピー（表5-22）に約４倍農家所得が増大すると答え

ている（表5-23）。

　ちなみに、1993/1994年度の市場価格によるGNPは5159億 5900万ルピーであり、人口

124 億 1500 万人で割った１人当たりGNPは4646 ルピーだった（Pakistan Statistical

Yearbook 1994）。

　なお、バロチスタン州に関しては、灌漑前と灌漑後の農家収入の変化を示すようなデータ

を本調査団もローカルコンサルタントも入手できなかった。

表5-21　北西辺境州における天水地１ha当たりの農業粗収入

（Rs.＝ルピー）

粗収入
(Rs./acre)

生産コスト
(Rs./acre)

利益
(Rs./acre)

利益率
（％）

小麦 6,000 4,500 1,500 25
穀物 1,800 987 813 45
メイズ 6,750 4,400 2,350 35
出所：パンジャブ州農業工学局

（Rs.＝ルピー）

作付け度
(%)

作付け面積
(ha)

単収
(kg/ha)

単価
(Rs./kg)

収入
(Rs.)

Kharif(雨期)
メイズ
Mong
Mash
飼料
　　小　計

34.76
0.70
0.71
4.62
40.79

0.3476
0.0070
0.0071
0.0462
0.4079

1,039
581
933

18,869

5.05
11.00
9.50
0.10

1,823.84
44.74
62.93
87.17

2,018.68
Rabi(乾期)
小麦
大麦
ナタネおよびカラシ
ヒヨコマメ
　　小　計

36.63
4.15
3.53
0.54
44.85

0.3663
0.0415
0.0353
0.0054

1,213
1,186
481
566

4.25
4.50
11.50
16.25

1,888.37
221.49
195.26
49.67

2,354.78
合　計 85.64 4,373.46
出所：Agricultural Engineering Department, NWFP.
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表5-22　北西辺境州における灌漑地１ha当たりの農業粗収入

表5-23　北西辺境州における灌漑前と灌漑後の変化

　農家調査（表5-7）でも、地下水灌漑を始めて１年以上たつ農家№２～４は灌漑によって

粗収入が４～５倍増えたと答えている。それ以外の現在掘削中の農家は、灌漑導入により粗

収入が４～10倍増えると期待している。したがって、パンジャブ州と北西辺境州の両農業

工学局から示された灌漑による農家所得の向上が４～５倍だというデータは、農家調査の結

果と一致している。

４）雇用

　パンジャブ州農業工学局によれば、５ha（12.5acre）当たりの農業生産に必要な労働力

は、バラニの場合は2640人日、灌漑地の場合は3960人日が必要で、灌漑地のほうが多くの

（Rs.＝ルピー）

作付け度
(%)

作付け面積
(ha)

単収
(kg/ha)

単価
(Rs./kg)

収入
(Rs.)

Kharif(雨期)
メイズ
米
サトウキビ
飼料
　　小　計

65.00
23.28
3.38
6.59
98.25

0.6500
0.2328
0.0338
0.0659
0.9825

1,890
1,796
36,523
26,400

5.05
9.00
0.50
0.10

6,203.93
3,762.98
617.24
173.98

10,758.12
Rabi(乾期)
小麦
大麦
カラシ
飼料
野菜
　　小　計

82.55
12.36
0.53
16.05
1.21
112.70

0.8255
0.1236
0.0053
0.1605
0.0120
1.1269

1,771
1,256
612

15,100
11,249

4.25
4.50
11.50
0.10
2.50

6,213.33
698.59
37.30
242.36
337.47
7,529.05

合　計 210.95 18,287.16
出所：Agricultural Engineering Department, NWFP.

（Rs.＝ルピー）

灌漑前 灌漑後 変化率(%)
Kharif(雨期)
メイズ単収(kg/ha)
飼料(kg/ha)
雨期作粗収入(Rs.)

1,039
18,869
2,018.68

1,890
26,400

10,758.12

181.9
139.9
532.9

Rabi(乾期)
小麦(kg/ha)
大麦(kg/ha)
乾期作粗収入Rs.)

1,213
1,186

2,354.78

1,771
1,256

7,529.05

146.0
105.9
319.7

年間粗収入(Rs.) 4,373.43 18,287.16 418.1
出所：表 5-21 と表 5-22 から作成。
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労働力を必要としている。しかし、最近の傾向として、農業機械化が進行しており農業労働

者の雇用は減少傾向にあり、常勤の農業労働者ではなく、収穫時などに一時的に農業労働力

を雇うことが一般的となっているということである。

　北西辺境州は、灌漑なしでは１ha当たり４～５人の労働力が必要で、灌漑すると１ha当

たり７～８人の労働力が必要となるが、増加した労働力需要は、一般に家族労働で埋め合わ

されていると回答している。バロチスタン州では、灌漑の雇用への影響については回答が得

られなかった。

　農家調査によると、調査農家のなかには小作人を持っている農家はなかった。６軒中５軒

が農繁期に農業労働者を雇用しており（表5-7）、その賃金はだいたい１人当たり100ルピー/

日となっている。パンジャブ州と北西辺境州の農業工学局からの回答と同様に、農家調査で

も、灌漑によって農業労働者の雇用数が増えたり減ったりすることはなかった。必要になっ

た農業労働力は家族内の労働力で埋め合わされていた。

　パキスタンでは、農業機械化も進行しており、それが農業労働者の雇用増加を生まない一

要因となっている。調査農家中の６軒中、３軒がトラクターを自分で所有し、２軒が賃貸で

利用していた。トラクターの賃貸料は120～ 130ルピー/時間である。

５）家畜頭数の増加

　農家調査によると、井戸掘削中の２軒と1997年に灌漑農業を始めたばかりの農家№５を

除く、地下水灌漑を始めて１年以上たつ農家３軒のうちの２軒が灌漑実施後に家畜の飼育頭

数を増やしている。その主な理由としては、飼料作物を増産できたことがあげられている。

家畜飼育数増加は副収入の増加にもつながっている。

６）低コスト掘削

　パキスタンには民間の掘削業者もいるが、その顧客は大規模な工業用水の確保を目的とし

た工場などとなっている。その料金は農家が雇うには高すぎるし、掘削機材もJICAが供与

した掘削機に比べると性能が劣っている。したがって、州政府レベルが実施している地下水

開発計画への井戸掘削機の供与は、農民に対する低コストな井戸掘削の提供に貢献してい

る。

７）民間企業活性化

　パンジャブ州と北西辺境州では、現在、州政府は農民に対する井戸掘削は補助している

が、掘削後の施設建設や維持管理は井戸の所有者の責任としている（前述したように、両州

では1996年までは施設建設を助成する制度があったが、予算不足で現在は廃止されている）。

バロチスタン州では、政府の決定で井戸建設を行う場合は政府が全額支払い、農民からの要

請で井戸建設する場合は全額を農民が支払うことになっている。どの州でも、現在は掘削後

の管井戸施設の建設や修理は、農民が費用を出し民間業者に依頼して行われている。
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　パキスタンの都市部には、深井戸に適したポンプの設置や修理ができる現地資本の民間ポ

ンプ業者がおり、そのような農民の依頼に応じている。

　井戸建設は、工事に直接的に必要な管井戸建設材料（パイプなど）の需要だけでなく、民

間ポンプ業者へのポンプ施設建設・修理の需要、動力井戸のエネルギー源が電力にしろ

ディーゼルにしろエネルギー関連業者への付帯施設建設需要などを生むため、民間企業活動

の活性化にも貢献している。

８）飲料水

　パンジャブ州や北西辺境州の農業工学局が掘削した管井戸はすべて灌漑用であるが、井戸

から灌漑地に流れる水路から、飲料水や生活用水に使うため近隣の人間が無料で水をくみ出

すことは認められている。バラニ地域の農村地帯では給水施設も不備で飲料水や生活用水を

遠く離れた水源まで水くみにいくのが普通の状況である。したがって、誰か近所の人間が灌

漑用管井戸を設置すると、近くに飲料水や生活用水の水源ができることになり、季節に関係

なく１年中利用できる水源を確保でき、水くみ労働の軽減も可能となっている。

　バロチスタン州WAPDAにJICAによって供与された機材で171本の管井戸が作られてい

る。本調査団による聞き取りによれば約半数（85本程度）が飲料水用の管井戸ということ

であったが、ローカルコンサルタントの報告では灌漑用が26本となり飲料水用は145本掘

られたことになる。

　州政府関係者によれば１本の管井戸について200世帯の利用者がいるということなので、

仮に１世帯15人、調査団の聞き取りのとおり飲料水用管井戸の総数が85本とすれば、飲料

水供給の総受益者は１万7000世帯25万 5000人となり、ローカルコンサルタントによれば

飲料水用管井戸の総数が145本となり、飲料水供給の総受益者は２万9000世帯43万5000人

となる。

　本調査団が視察したバロチスタン州の２カ所の飲料水用管井戸のうち、１カ所は郵便局の

職員住宅の飲料水供給用に使われていたが受益世帯数は200まではありそうもなく、１カ所

は将来の集合住宅建設予定地に掘削されていたが住宅は未建設なので井戸はまだ使われてい

なかった。したがって、実際の受益者はもっと少ないと思われる。

　しかし、WAPDAが建設した管井戸の水量は表5-11によれば300～450ガロン/分、平均

約350ガロン/分（1325リットル/分）である。１日７時間だけポンプを稼働させたならば、

１日の揚水量は55万6500リットルとなる。「パキスタン国別援助研究会報告書（第２次）現

状分析編」（1996年３月）p.201によれば、カラチの１人１日当たり供水量は約180リット

ルとなっており、それと同量をバロチスタン州でも消費するとすると１本当たり3092人が

利用可能となり、１世帯当たりの人数を15人とすると１本当たり206世帯が利用可能とな

る。したがって、実際の給水状況はともかく、給水施設としては１本当たり200世帯に十分
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に給水可能な能力を持っていると考えられる。

(４)　問題点

１）予算不足

　本評価対象案件においては、パキスタン側の要望に基づき、現地では入手困難な深い深度

の掘削が可能な日本製機材を供与した。その機材を供与されたパンジャブ州と北西辺境州の

農業工学局とバロチスタン州WAPDAによると、スペアパーツが現地では入手困難である

という。

　しかし、深い深度の掘削が可能な機材は現地製がないので外国製とならざるを得ないし、

資金さえあればカラチにある商社などを通じてスペアパーツは入手可能ではないかとも考え

られる。また、スペアパーツ不足といいながらも、パンジャブ州農業工学局では、簡単な小

部品を現地業者に作成させたり、北西辺境州農業工学局もバロチスタン州WAPDAも供与

された機材を自分たちで補修しながら今まで利用してきている。

　スペアパーツの入手は、それを調達するための各担当機関の予算が十分かどうかという問

題だとも考えられる。表5-24は、パンジャブ州の農業工学局の予算を示している。総額で

みると1995年度と1996年度の２年間の平均増減率は2.1％であり、これは1988年度から７

年間の消費者物価指数の平均年間上昇率が10.3％（表5-25）であることから考えると、実

質的には減少しているといえる。しかし、同じく1995年度と1996年度のパンジャブ州の農

業工学局内掘削部門の予算の平均増減率は26.1％であり（表5-26）、インフレ率よりも高い

予算増加率になっている。また、農業工学局内の掘削部門予算の割合は1994年度の7.2％か

ら1996年度には10.9％に増加しており（表5-27）、同部門は農業工学局内で予算的に優遇

されている部門となっている。この予算的優遇が、パンジャブ州では簡単な小部品を現地業

者に作成させることを可能にしているとみられる。

　表5-28は北西辺境州の農業工学局の予算を示しているが、1994年度から４年間の平均前

年比は108.5％で、インフレ率に達していない。ただし、同農業工学局内の掘削部門の予算

は不明であり、掘削部門のスペアパーツ調達能力の有無についても不明である。

　表5-29はバロチスタン州WAPDA水利部門（Hydrogeology Division）の財務状況を示

すものであるが、1992年度から３年間の収入の平均増減率は3.78％、支出の6.05％より低

くなっている。収入と支出の差額（利益）の増減率は7.68％で前記のインフレ率10.3％よ

り低くなっている。したがって、スペアパーツの調達に十分な予算があるとはいえない。

２）減価償却費相当額の積立金の不足

　パンジャブ州の場合、井戸掘削の際の農家負担額は1989年の取り決めによって口径８～

10インチで36ルピー/フィートのみとなっているが（現在インフレを考慮した負担額増額
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の検討中）、北西辺境州の場合は政府補助金と半分ずつで農家負担額は358ルピー/フィー

トとなっている。さらに、バロチスタン州の場合は農家が100％負担することになっており、

パイプ代込みで1000ルピー/フィートである。北西辺境州とバロチスタン州の場合、井戸

掘削費のなかに掘削機材の減価償却費分を勘案しているため、パンジャブ州よりも割高に

なっている。

　減価償却費とは、一般的には、資機材購入に要した費用を、その財政年度で一括して費用

計上することなく、その機材の耐用年数に応じた一定の割合で、毎年計上していくものであ

る。

　無償資金協力の場合、機材購入の際、受益機関自体の直接的な費用負担が伴わないため、

減価償却費相当額を毎年積み立てることにより、機材の耐用年数が到来したときの買い替え

資金として充当することが推奨される。しかしながら、北西辺境州やバロチスタン州では、

井戸掘削費のなかに掘削機材の減価償却費を含めているにもかかわらず、減価償却費分を積

み立てて将来の機材更新時に使用するというシステムにはなっていない。

表5-24　パンジャブ州農業工学局予算

表5-25　主要25年の消費者物価指数（基準年：1980/1991＝ 100）

（Rs.＝ルピー）

給料 燃料 備品 合計
(Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%)

1994/1995 97,574,420 40,634,250 19,050,000 157,258,670
1995/1996 103,805,925 6.4 48,790,000 20.1 27,838,599 46.1 180,434,524 14.7
1996/1997 106,451,000 2.5 44,650,000 -8.5 10,200,000 -63.4 161,301,000 -10.6
平均 4.5 5.8 -8.6 2.1

出所：Director General of Agriculture Field, Punjab.

（％）

対基準年 年率
1987/1988 151.5 -
1988/1989 167.2 10.4
1989/1990 177.3 6.0
1990/1991 199.8 12.7
1991/1992 219.0 9.6
1992/1993 239.3 9.3
1993/1994 266.0 11.2
1994/1995 300.4 12.9
平均 10.3

出所：Federal Bureau of Statistics.
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表5-26　パンジャブ州農業工学局掘削部門予算

表5-27　パンジャブ州農業工学局予算内の掘削部門予算の割合

表5-28　北西辺境州農業工学局予算

表5-29　バロチスタン州WAPDA水利部門財務状況

（Rs.＝ルピー）

予算額(Rs.) 前年比 (％) 備　　　　考

1993/1994

1994/1995

1995/1996

1996/1997

1997/1998

96,082,600

104,202,400

130,196,280

91,335,680

119,199,890

108.5

124.9

70.2

130.5

15％補助金を含む

15％補助金を含む

15％補助金を含む

補助金なし。国家水準で予算削減

補助金なし

平　均 108.5

出所：Agricultural　Engineering　Department,　NWFP.

(100 万ルピー)
1991/1992 1992/1993 1993/1994 1994/1995 平均

収

入

井戸建設費
調査費
間接費
他組織工事費
合計
増減率(%)

5.00
3.19
32.26
21.60
62.05
-

7.50
21.70
31.01
20.00
80.21
29.27

5.63
2.34
31.44
21.60
61.10
-23.82

8.00
2.71
32.00
22.00
64.71
5.91 3.78

支

出

井戸建設費
調査費
間接費
他組織工事費
合計
増減率(%)

5.81
2.60
27.90
21.60
57.91
-

6.00
20.76
31.70
20.00
78.46
35.49

2.70
2.34
30.40
21.60
57.04
-27.30

6.04
3.05
32.09
22.00
62.73
9.98 6.05

差
額

金額
増減率(%)

4.14
-

1.75
-57.73

4.06
132.00

1.98
-51.23 7.68

出所：WAPDA, Balochistan.

給料
(%)

燃料
(%)

備品
(%)

合計
(%)

1994/1995 10.8 0.7 3.0 7.2
1995/1996 14.5 0.8 4.6 9.2
1996/1997 15.0 1.3 9.8 10.9
平均

出所：Director General of Agriculture Field, Punjab.

（Rs.＝ルピー）

給料 燃料 備品 合計
(Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%) (Rs.) 増減率(%)

1994/1995 10,526,860 284,000 568,000 11,378,860
1995/1996 15,013,770 42.6 400,000 40.8 1,267,700 123.2 16,681,470 46.6
1996/1997 16,010,605 6.6 600,000 50.0 1,000,000 -21.1 17,610,605 5.6
平均 24.6 45.4 51.0 26.1

出所：Director General of Agriculture Field, Punjab.
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３）受益者層

　農家調査を行った各農家の総所有農地面積は、242.8ha（600acre）を所有する大農から

3.8ha（9.5acre）を所有する中農まで差はあったが、６軒中の５軒の農家が12ha（30acre）

以上の農家であった（表5-7）。

　表5-30に示すように、パンジャブ州の農家の平均規模は3.7ha（9.1acre）、北西辺境州の

農家の平均規模は2.2ha（5.4acre）、バロチスタン州の農家の平均規模は9.6ha（23.7acre）、

そして全国の農家の平均規模は3.8ha（9.4acre）である。北西辺境州が一番規模が小さく、

バロチスタン州が一番大きい。

　これらの数値からみると、農家調査を実施した農家は大農層に属するとみられる。しか

し、世帯内の数家族の合計で12ha（30acre）と考えて、１世帯に少なくとも３家族が含ま

れていると仮定して３で割ると、１家族４ha（10acre）となり、全国平均を少し上回る程

度の農家ということになる。JICAによる地下水開発案件の受益者層は、中規模以上の農家

といったほうが適切と考えられる。

　パキスタンの家族形態としては、世帯主の兄弟の家族も一緒に住んで同一世帯を形成する

伝統的な家父長制の大家族主義が一般的である。今回調査した農家も数家族が１世帯を構成

しており農家全体で約15人くらいだった。

　ちなみに、パキスタンでは、1959年、1972年、1977年の３回の農地改革で１人当たりの

農地の上限が、灌漑地で40.5ha（100acre）、天水地で80.9ha（200acre）と決められた。し

かし、大土地所有者は、家族内や親族内で土地再配分を行い、名目的には制限以内にした

が、実質的には世帯規模でみると昔同様の広大な土地を所有している。242.8ha（600acre）

を所有しているという農家№１は、その典型的な例である。

　農家が灌漑用の管井戸を入手しようとすると、井戸掘削代と掘削後の管井戸施設建設費を

加えて、パンジャブ州では約26万ルピー、北西辺境州では55万～60万ルピー、バロチス

タン州では68万～75万ルピーが必要ということになる。これは、現地での聞き取りによる

平均的農家の年間収入の２万ルピーから考えると、低所得者層が容易に投資できる額ではな

い。このような投資を可能にしているのは、数家族が同居するパキスタンの家族制度（Joint

Family System）により、兄弟が共同で出資したり、ある兄弟が農業外収入を得たりしてい

る事情による。

　農民に対する融資は農業開発銀行など、制度としては確立されているが、イスラムの戒律

では利子・利息の支払いが禁じられているため、銀行からの融資を嫌う傾向がみられる。ま

た、銀行から融資を受けるとしても、融資分に相当する担保が必要であることから、井戸掘

削費を前払いするシステムでは申し込みから井戸掘削開始まで１年以上待っても資金繰りに

困らないようでないと利用困難である。
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表5-30　規模別農地面積（1990年）

農家 総面積農地
(ha) 数 (%) (ha) (%)

平均面積
(ha)

(1)パンジャブ州
＜0.5
0.5～ 1.0
1.0～ 2.0
2.0～ 3.0
3.0～ 5.0
5.0～10.0
10.0～20.0
20.0～60.0
60.0＜

363,471
385,221
593,996
499,571
506,270
406,177
147,388
48,566
6,730

12.3
13.0
20.1
16.9
17.1
13.7
5.0
1.6
0.2

104,576
286,052
827,134
1,181,308
1,964,752
2,633,630
1,845,592
1,377,947
749,198

1.0
2.6
7.5
10.8
17.9
24.0
16.8
12.6
6.8

合計 2,957,390 100.0 10,970,189 100.0 3.7
（２）北西辺境州

＜0.5
0.5～ 1.0
1.0～ 2.0
2.0～ 3.0
3.0～ 5.0
5.0～10.0
10.0～20.0
20.0～60.0
60.0＜

274,929
218,324
247,757
131,582
101,389
59,600
25,175
8,991
1,081

25.7
20.4
23.2
12.3
9.5
5.6
2.4
0.8
0.1

74,357
156,890
335,797
304,049
384,927
401,126
329,057
255,154
117,085

3.2
6.7
14.2
12.9
16.3
17.0
14.0
10.8
5.0

合計 1,068,828 100.0 2,358,442 100.0 2.2
(3)バロチスタン州

＜0.5
0.5～ 1.0
1.0～ 2.0
2.0～ 3.0
3.0～ 5.0
5.0～10.0
10.0～20.0
20.0～60.0
60.0＜

11,426
16,230
26,325
31,852
52,375
48,865
31,597
19,662
4,451

4.7
6.7
10.8
13.1
21.6
20.1
13.0
8.1
1.8

3,841
12,875
38,010
73,075
206,266
346,825
414,297
553,962
689,890

0.2
0.6
1.6
3.1
8.8
14.8
17.7
23.7
29.5

合計 242,783 100.0 2,339,041 100.0 9.6
(4)全国

＜0.5
0.5～ 1.0
1.0～ 2.0
2.0～ 3.0
3.0～ 5.0
5.0～10.0
10.0～20.0
20.0～60.0
60.0＜

678,538
689,233

1,036,286
841,295
857,387
623,110
237,929
91,831
15,354

13.4
13.6
20.4
16.6
16.9
12.3
4.7
1.8
0.3

193,126
510,397
1,446,796
1,973,800
3,309,432
4,134,346
3,032,872
2,613,767
1,935,101

1.0
2.7
7.6
10.3
17.3
21.6
15.8
13.6
10.1

合計 5,070,963 100.0 19,149,637 100.0 3.8
出所：Statistic Book.
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　また、天水に依存した小麦作と畜産を主体としたパキスタンのような地域では、農民組織

化へのインセンティブが伝統的に大変弱い。個人で負担困難な資金をグループでまかなう場

合でも、完成したポンプ施設などの所有権に関して、身内でないと問題が生じかねない。

　パンジャブ州と北西辺境州においては、井戸掘削費に対する補助金制度のほかに、1996年

まで井戸掘削に関する特別助成金制度があったが〔パンジャブ州（地域限定で事前７万5000

ルピー、事後２万ルピー）、北西辺境州（井戸完成後に４万ルピー）〕、州の財政悪化で打切

りになっている。

　州政府の財政状態が厳しいため、地下水開発に関して低所得者層に特別待遇を与えるのは

困難であり、どのような階層に対しても受益者負担の原則はやむを得ない状況にある。現時

点の社会・経済システムでは、この負担に耐えられる中規模以上の農家でないと井戸を掘削

して灌漑施設を建設することはできない状況である。

　調査団からパンジャブ州農業省長官に「受益者層が中規模以上の農家に偏っている」と指

摘したところ、「灌漑用井戸の掘削は、経済的に平均レベル以下の農民がその受益者になる

ことが望ましく、そのために農民組織化などの措置を講じるように努力したい」という旨の

発言があった。また、パンジャブ州地下水開発計画（1996年度）による機材は、1998年３

月に現場に配備される予定であるが、基本設計調査報告書のなかで「小農民が集団で灌漑井

戸の申請を行う場合には優先権を与えるなど」の措置が必要だと述べられているし、交換公

文（E/N）の協議のなかでも、これらの機材の使用に関しては農民グループによる井戸掘削

の支援を心がけるように話が出たということである。

４）営農指導

　井戸掘削後のアフターケア（水管理、営農指導など）が得にくい状況にある。パンジャブ

州と北西辺境州の実施機関である両州の農業工学局は、農民からの要請を受け、圃場レベル

の施設建設、造成（Land Levelingなど）および井戸掘削を行う機関であり、井戸掘削後の

農民に対する水管理および作物栽培指導は行っていない。また、バロチスタン州の実施機関

であるWAPDA水利部門についても、州政府と農民の要請に基づいて井戸掘削を行う機関

であり、灌漑にしろ飲料水供給にしろ、その後の利用方法にはまったく関与していない。

　したがって、農民が自主的に各州の農業普及局とコンタクトするか、またはすでに灌漑農

業を行っている先駆的農家を訪ねて指導を仰がなければならない。地下水灌漑の効果をより

高めるためには、井戸掘削の実施機関と農業普及局との連携を図り、各州の農業省が適切な

営農指導を行うことが望ましい。

５）井戸の水質調査

　北西辺境州では、実施機関である農業工学局は掘削した井戸水の水質調査を実施していな

い。現時点では、賦存量、水質ともに目立つような問題は報告されていないが、今後、数十
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年の間には顕在化することが懸念される（パキスタンのほとんどの土壌は、未熟な海生堆積

物を主体とする沖積土壌であるため、塩類濃度が高い地下水もあり、不用意にくみ上げられ

ると塩害を起こす可能性がある）。パンジャブ州では、農業工学局は掘削した井戸の水質調

査はしているものの、地下水賦存量調査、環境影響調査などの地下水開発に不可欠と思われ

る調査は実施していない。

　バロチスタン州は、パキスタンのなかでも最も水不足の深刻な地域であり、そのため地下

水開発調査にも関心が高く、わが国も地下水開発に関する開発調査を実施してきている。井

戸の水質調査もWAPDAによって実施されている。州都クエッタをはじめとするいくつか

の地域では、過剰な地下水開発による地下水の水位低下が問題になっている。州としては、

その対策として、それらの地域での農業用井戸掘削の禁止、流域保全および地下水涵養ダム

の建設計画という措置をとっている。

６）E/Nとの相違

　供与後の機材は相手国政府の財産であり、その使用権限は相手国側に属する。しかし、E/

Nで取り決められたことと異なる使い方をする場合は、その使用方法が的を得たものであっ

ても、変更内容について現地日本大使館および JICA現地事務所に連絡すべきであろう。

　たとえば、北西辺境州では、1994年度北西辺境州地下水開発計画によって、マラカンド

県の地下水開発のために送られた機材が、地下水開発の必要性に応じてとはいえ、マラカン

ド県には５台の掘削機中２台だけで、ほかはペシャワール県、ディル県、ディアイカーン県

に配備されている。

　バロチスタン州の場合、1987年度地下水開発計画によりWAPDAに供与された３台の井

戸掘削機のうちの１台がBDA（Balochistan Development Authority）に移管されている。

　また、バロチスタン州では、1995年度バロチスタン州地下水開発計画により供与された

５台の井戸掘削機のうち４台が、1996年12月の引き渡し以降、州政府によれば連邦政府か

らの予算措置がなされないという理由で使用されていない。無償資金協力は、機材の供与後

は、被援助国側が自助努力により自らの予算・人員で有効利用することが前提となっている

ため、財政不足を理由に供与した機材が使われないままであるのはきわめて遺憾なことであ

り、日本側としてもパキスタン側に対し、改善を申し入れる必要がある。

７）井戸掘削の政治的決定（バロチスタン州）

　バロチスタン州では、井戸掘削の決定が、ほとんどの場合（全体件数の９割）政治的に決

定されている。州の有力者や、政治的影響力を持つ人々（州議会議員など）の意向が地下水

開発にも反映される構図が存在する。

　部族競合社会の治安安定手段として、井戸掘削を政治的判断により利用するという事情に

ついては、やむを得ない面もあるが、特定有力階層の利益となっている事例もみられる。
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(５)　課題と提言

１）受益者層

　地域開発の観点からいえば、井戸掘削機材を活用することによる中規模以上の自営農家育

成効果は大きいといえる。しかし、「無償資金協力の原点」という観点からとらえると、今

回の評価対象案件においては、①受益者層が経済的、営農的に平均レベル以上の農家に偏っ

ている、②バロチスタン州では井戸掘削が政治的に利用されている、などの問題点も認めら

れる。

　したがって、今後は、公共性、受益者層の幅広さなどの面において援助効果の発現が期待

できるように、農民組織による井戸の維持管理システムの構築を支援したり、貧農による地

下水開発を優先するなどの措置を講じることが、今後の地下水開発案件の企画・立案の担当

者に求められる。

２）援助効果モニタリング

　今回評価対象とした井戸掘削機材供与のように、10年以上の長い期間、莫大な金額の援

助（計約109.9億円）が行われる場合は、その途中で本格的な評価調査を行い、その結果に

基づき、必要に応じ協力方針の修正および相手国政府に対する勧告を行うべきである。

　また、受益者層を明確にするために事前の調査を充実させることや、供与後の受益者層へ

の裨益を確認するために、モニタリングの様式を定め、被援助国側に対し詳細な報告を義務

づけることも有効であろう。後者については、現在、被援助国政府に対し、利用状況調査報

告書を毎年提出することを義務づけているが、この制度のいっそうの徹底が必要である。ま

た、E/Nで計画された使用方法と異なる使い方をする必要が生じた場合や、供与時と機材活

用事情が大きく異なる事態が生じた場合も、わが国に対する報告の義務づけが必要である。

３）被援助国政府の構造改革

　バロチスタン州では、500フィート以上の深層地下水を利用しており、掘削には、非常に

高い技術力が必要とされる。WAPDAは、各地でテストボーリングを行うとともに、水質調

査、ポンプ機種の選定までを行っており、地下水開発に関するエキスパート集団である。パ

ンジャブ州および北西辺境州の農業工学局と比較すると、実施機関としての能力は秀でてい

る。

　本評価調査時点（1997年 12月）では、バロチスタン州政府は業務の重複をなくすため、

州政府内の水資源開発関連部署を一本化し（灌漑局、公衆衛生工学局の飲料水部門および

BDAの一本化）、州政府外の公共企業体（公社）であるWAPDAの水利部門は1998年３月

に廃止される予定であった（WAPDA電力部門は残されるので、電力部門の職員はそのまま

バロチスタン州に残るが、水利部門の職員は他州のWAPDAに配置転換になる予定であっ

た）。
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　バロチスタン州には、飲料水用も含め、現在までに21台の井戸掘削機材が供与〔WAPDA：

９、灌漑局：８および公衆衛生局：３、BDA：１（WAPDAから移管）〕されたが、地下水

開発にかかわる技術的業務全般（地下水賦存量、地下水位、水質調査および掘削機の操作指

導など）はWAPDAの水利部門が担当してきた。したがって、組織再編により、これまで

実質的に供与された機を活用して地下水開発を担ってきた部署が廃止されると、今後の地下

水開発事業に与える影響は非常に大きいと懸念された。

　しかし、本調査団帰国後のローカルコンサルタントが行った調査によると、大臣レベルの

折衝の結果、WAPDA水理部門の重要性が再認識され、WAPDAの水利部門の廃止は中止さ

れることになり、その心配は解消された。

　今回は、バロチスタン州のWAPDA水利部門は廃止されないこととなったが、パキスタ

ンにおいては、世界銀行が構造調整政策の推進を融資のコンディショナリティーにしている

ため、今後も、わが国協力による機材・施設の供与先機関が統廃合される場合も出てくると

考えられる。したがって、現地政府機関の統廃合に関する情報には目を配り、もしわが国協

力による機材・施設の供与先機関が廃止される場合には、廃止後も供与機材・施設が効果的

に使用されるように、日本側とパキスタン側で事前に協議を行う必要がある。

　なお、パンジャブ州や北西辺境州の農業工学局の民営化については、議論はなされている

が当面はなされないとのことである（灌漑局に関しては世界銀行などが進める全国排水計画

に伴う構造改革の一環として民営化される方向である）。

４）地下水開発調査

　北西辺境州では、前述したように、基礎的調査（水質、地下水賦存量、地下水揚水が周辺

に与える影響など）を実施せずに、井戸掘削事業を推進している。将来的に考えれば、塩類

濃度が高い地下水をくみ上げる危険性や、帯水層の賦存量を超える地下水開発が行われる危

険性が存在しており、基礎的調査なしでの地下水開発は非常に問題であり、早急に必要な措

置を講じるように勧告すべきである。パンジャブ州の場合も、水質調査は行っているものの

地下水賦存量調査、環境影響調査などは実施されていない。

　将来的に持続可能な地下水開発を実行していくには、基礎的リサーチを行っている機関、

たとえば、WAPDA（水利電力公社）、IWASRI（国際堪水塩害研究所）や IRI（灌漑研究所）

との連携協力が必要である。

５）社会経済実証調査

　経済活動、インフラ整備、降水量を含む自然環境などの各種条件を３州で比べると、首都

を擁するパンジャブ州、ペシャワールなどの観光地を持つ北西辺境州、広大な乾燥地域があ

るバロチスタン州の順に条件が悪くなる。より条件の悪い地域こそ協力の必要性が高いが、

協力実施における困難も増していく。そのひとつの理由として、辺境地にいくほど、事業の
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対象地域に関する社会・経済条件の情報が入手しづらくなることがある。情報の入手しやす

い首都近郊の情報だけで、辺境地の社会・経済条件を判断するのは困難である。辺境地にな

ればなるほど、国際協力で望ましい成果をあげるには、村落の社会階層構造を含む社会・経

済条件の実証調査の必要性が高まる。

５－２　ナシラバード農業開発計画

(１)　実施までの経緯と協力概要

１）背景

　ナシラバード県（58万3000ha）はバロチスタン州における農業の中心地であり、同県の

総作付け面積は、バロチスタン州全体の45％を占め、米および小麦の生産量のシェアはお

のおの州全体の43％と96％を占めている。1981年における同県の人口は39万人であった。

　1970年に建設されたパットフィーダー水路による可耕地は13万7300haで、塩害地13％、

堪水被害16％を含んでいた。作付け率は、雨期は排水施設不備のため洪水状態になること

から16％、乾期は用水不足のため58％であった（IFAD, Pat Feeder Command Area

Development Project Appraisal Report: Main Report, p.9, 1993）。そこで、灌漑水路拡張

により灌漑地を18万5000haに拡大すること、および排水路建設により、塩害・堪水被害を

抑え、雨期の排水促進と乾期の用水量増大により作付け率を100％にすることをめざして、

パットフィーダー水路拡張計画が1988年から５カ年計画により実施された（図5-4参照）。

　パットフィーダー水路の受益地は、以前は潜在力の一部しか活用されていなかったが、

パットフィーダー水路拡張計画により18万5000haの灌漑地が100％利用可能となる。そう

なると、農民に対する灌漑農業技術の本格的な指導が必要になってくる。しかし、バロチス

タン州の農業研究所や普及員研修施設は、標高1800ｍの州都クエッタにしかなく、標高50

～ 60ｍのナシラバードでの灌漑農業技術の開発、普及員研修には不向きであった。

　そこで、パットフィダー水路拡張計画による灌漑農業拡大に伴う現地適応型の灌漑農業の

開発、展示、普及に必要なパイロットファームや関連施設の建設と、関連機材の供与をわが

国に要請してきた。
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図 5-4　パットフィーダー水路拡張計画
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２）案件概要

　1981年：パットフィーダー水路拡張計画のフィージビリティー調査の要請

　1982年２月～４月：JICAによるフィージビリティー調査

　1985年：ADBのテクニカルアシスタンス（TA）

　1988 年～1993 年：パットフィーダー水路拡張計画（土木工事費とコンサルタント費は

ADBの協調融資、地図作成と維持管理機器購入費は円借款）

　1986年ごろ：パイロットファーム建設に関する無償資金協力と同パイロットファーム運

営にかかる技術協力をわが国に対して要請

　1987年２月14日～２月28日：パイロットファーム事前調査団

　1987年８月：技術協力要請（A1フォームの提出）

　1987年９月18日～10月１日：コンタクトチーム（技術協力の実施の可否を調査し、技術

協力は時期尚早という結論を下した）

　1987年９月７日～10月６日：パイロットファーム基本設計調査団

＜供与施設・機材＞

ａ）パイロットファーム

適応試験圃場 48.60ha 展示用機械灌漑区  23.09ha

研修用圃場 32.40ha 種子生産用圃場 243.00ha

展示用自然流下灌漑区 25.51ha 用排水路・道路等  93.96ha

計 466.56ha

ｂ）建物施設

管理事務所 1486.5㎡ 農薬・肥料庫 169㎡

外部講師用宿泊所  333.1㎡ 種子処理場 480㎡

研修員用宿泊所 398.24㎡ 種子貯蔵庫 240㎡

職員宿舎（１戸当たり）    256㎡ 水道水給水施設 　－

車庫 331.75㎡ ガソリンスタンド 　－

農機具庫・整備場   1134㎡ 外構工事 　－

ｃ）供与機材

実験用機材 土壌試験、栽培試験、病理昆虫試験、種子検定

視聴覚教育用機材 ビデオカメラ・レコーダー・プレイヤー、TV、OHP、

スクリーン、プロジェクター

車両 マイクロバス、トラック、4WDステーションワゴン

農業機械整備機材 エンジン、シャーシ、電気・計器機材、機械整備機材

農業機械 トラクター、田植え機、ハーベスター等
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種子処理機械 米、ヒマワリ、豆類の種子処理設備

気象観測用機器 一般気象観測用

(注)　数値は基本設計調査報告書によるもの。総供与金額は20.64億円〔I期（1987年

度）が3.96億円、Ⅱ期（1988年度）が16.68億円〕。

３）期待された効果

　表5-31は、基本設計報告書に基づいて作成した「案件実施前の問題点と計画での対策」の

表である。案件実施によって期待された役割は、①現地適応作物・品種の選定、②適応試験

による奨励作物・品種の近代的営農方法の展示、③末端水路網における水配分システム確

立、④現地適応灌漑農業技術の研修、⑤奨励品種の種子生産であった。

表5-31　バルチスタン州ナシラバード農業開発計画（パイロットファーム）

　案件実施以前の問題点と対策

現状と問題点 本計画での対策 具体的な活動
(1)　バロチスタン州の総合農業試
験場は高地のクエッタにあり、
ナシラバード県のような低位乾
燥地の作物・品種栽培試験、病
虫害防除研究などが行われてい
ない

適応試験 ナシラバード県での栽培に適した作物・品種
の導入を図り、灌漑方法、水管理システム、
土壌改良、施肥、農薬散布、農業機械作業な
どに関して適応試験を行う。ナシラバード県
に最も適した作物・品種を選定し、その営農
方法を確立する。試験圃場（120acre:　48.6ha）
での適応試験を実験室などで支援する

(2)　パットフィーダー水路以南の
ナシラバード県で、少ない通水
量  (3000cfs) を増大させる
(6700cfs)パットフィーダー水
路拡張計画が 1993 年に完了す
る予定である。これに伴い地域
農民への近代的営農方法の展
示・普及が求められる

近代的営農方法の
展示

適応試験で導入可能と認められた作物・品種
を確立された営農方法で農家の作付け規模
で栽培し、普及員および農民に展示・普及す
る。自然流下灌漑区(25.5ha)で直ちに適応可
能な営農方法を展示し、機械灌漑区(23.1ha)
ではより効果的方法を示す

(3)　パットフィーダー水路拡張計
画が 1993 年に完了する予定で
あり、これに伴い地域農民を対
象とした水管理システムの確
立・普及が求められる

水管理システムの
確立

支線(Distry)またはマイナー水路(Minor)以
後の末端水路網における水配分システム（ロ
ーテーション）の確立をめざす。水管理シス
テムの確立のための試験・研究は適応試験圃
場、展示圃場、訓練圃場で行う

(4)　バロチスタン州の農業訓練施
設は 1983 年に設立されたクエ
ッタ農業訓練所だけである

研修 適応試験結果を広く普及させるため、訓練対
象者は政府職員、普及員、農民で、講習期間
は 14 週間 405 時間、定員 20 名とし、1 年間
に 3 学級計 60 名を訓練する。訓練圃場
80acre(32.4ha)と講義室、視聴覚施設、実験
室が使われる

(5)　種子を他州から移入してい
る。時にはナシラバード県に適
合しない種子もある

種子生産 種子生産圃場(600arce:243ha)でナシラバー
ド県の種子必要量の 1/4 を生産する。農家へ
の種子配布は普及員により栽培法などの指
導とともに行われる

出所：パキスタン・イスラム共和国バルチスタン州ナシラバード農業開発計画（パイロットファーム）基

本設計調査報告書（1988 年 1 月）に基づいて作成
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(２)　現状

１）PFCADPとの関係

　ナシラバード農業開発計画で建設された施設の正式名称は、ウスタモハメッド農業開発セ

ンター〔The Agricultural Development Institute (Khanpur) at Usta Mohammad〕、略称

でADIと呼ばれている。

　ADIは、バロチスタン州農業局主管の組織であるが、1994年以来、実質的にはIFADロー

ンによる Pat Feeder Command Area Development Project (PFCADP)のソフト部分であ

る農業普及の一部を受け持つ位置づけとなっている。

　PFCADPは、1993年３月まで行われたADBとOECFによるパットフィダー水路拡張工

事の進捗の遅れから、同水路拡張工事を完成させることを目的に1993年４月に再設計され

たものである。その際に、ハード面にあたる灌漑排水施設建設だけでは灌漑農業の振興には

不十分だという考えから、ソフト面の農業技術指導が付け加えられた。その結果、PFCADP

は、ハード面をADBが支援し、ソフト面を IFADが支援する２本立ての体制となっている。

ハード面は、パットフィダー用水・排水路の機能強化をめざして、ADB追加SDR１億860

万 USドル（1993年10月 22日承認）とパキスタン政府負担5710万 USドルで、1998年６月

まで行われる。ソフト面は IFADが担当し、ハード建設後のソフト面の充実をめざして2001

年まで行われる。

　図5-5はPFCADPの組織図であるが、ADIは農業コンポーネントの一部に組み入れられ

ている。表5-32はPFCADPのソフト面の技術援助の工程表であるが、このなかでADIは

研修の中心的組織に位置づけられている。

２）予算

　予算的にも、現在はPFCADPにおけるソフト部門の一分野を担当する組織というのが実

態で、給料を除く運営資金のほとんどをPFCADPから得ている。ADIの所長によれば、運

営資金（給料を除く）として年間約800万ルピーが必要であり、1997年度の場合、バロチス

タン州政府から約22万ルピー、PFCADP（IFADローン）から約400万ルピーを得ている

が、それでも十分な額の資金を確保できていないとのことである。
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図 5-5　PFCADPの組織図
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表 5-32　PFCADP技術援助工程表（1997年 10月 21日）
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　表5-33は、ADIのバロチスタン州政府への予算要求額と州政府からの獲得予算を示した

ものである。1992/1993年度は要求額に対して80.9％を獲得したが、その後は40～50％程

度しか獲得できていない。給料は1996/1997年までは90％以上を獲得していたが、1997/1998

年には75.55％に落ちている。経常費はだいたい90％前後を獲得している。耐久財修理費は

1993/1994年以降10％以下で1997/1998年は2.9％とさらに低くなった。財・サービス費は、

1992/1993年から1996/1997年では30％だったが、1997/1998年に6.5％に落ちた。

　総じていえば、給料と経常費は要求額よりいくらか低い程度だったが、耐久財修理費と

財・サービス費は要求額と獲得額の格差があまりに大きく、州予算だけでは活動計画を遂行

するのが困難な状況となっている（耐久財修理費と財・サービス費が前段落の所長がいう運

営費にあたり1997/1998年には合計で22万 2171ルピーだった）。

　入手したADIの予算データは1992/1993年度（表5-33）からのものであるが、ADI所長

によれば、ADI発足当初より、バロチスタン州政府からの予算は少なく、満足な活動を行え

るものでなかったうえに、その額が年々削減される傾向にあるということである。

　PFCDPAを開始する前の1993年に実施された IFADの調査は、ADIについて、農業技術

普及に貢献できる可能性を持ちながらも、「バロチスタン州政府では効果的に要員を配置し

たり運営したりできない」（IFAD, Pat Feeder Command Area Development Project

Appraisal Report: Main Report, p.9, 1993）、「運営費が提供されておらず、その潜在力の

10％しか機能していない」（Working Paper 3, p.11, in ibidem.）と評価を下している。

　表5-36は、基本設計調査報告書でADIの維持管理に必要であると予想された経費を示し

ている。この予想された経費に（ADIは1988/1989から活動を開始しているので、その年を

１年目として）インフレの年平均率10.3％をかけて経常価格に直したうえで、ADIが実際

に獲得した予算額と比較したのが表5-37である。基本設計調査報告書において予想されて

いる必要経費は、ADIが実際に獲得している予算よりも低い金額となっており、予想が低

かったことを示している。

３）スタッフ

　本調査団の訪問時におけるADIの職員数は計79名で、その内訳は、表5-38のとおりであ

る。テクニカルスタッフが20名、サポーティングスタッフが59名となっている。実質的に

研究業務などを担当しているスタッフは 10 名程度である。なお、土壌試験担当の Soil

Chemistのポストは約１年前から空席であり、土壌分析などの実験室における分析業務は行

われていなかった。
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表5-33　ADI予算：年間獲得予算額（Rs.）

表5-34　ADI予算：年間要求予算額（Rs.）

表5-35　ADI予算：要求額に対する獲得額の割合（％）
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表5-36　基本設計調査報告書によるADIの予想必要経費

表5-37　基本設計調査報告書によるADIの予想必要経費をインフレ換算した予想必要経費

　表5-39は、基本設計で想定された要員構成であるが、テクニカルスタッフが24名、サポー

ティングスタッフが42名となっていた。実際の要員は、テクニカルスタッフが４名少なく、

サポーティングスタッフが17名多くなっている。サポーティングスタッフに関しては、基

本設計にない労働者15名が加わっている点が大きな相違になっている。

　表5-40は、本評価調査団の帰国後に補足調査を依頼したローカルコンサルタントが報告

してきた1998年前半におけるADIのテクニカルスタッフの要員構成である（サポーティン

グスタッフについては報告がなかった）。テクニカルスタッフの定員は14名となっており、

しかも、そのうち２名が欠員となっていた。本調査団の訪問時に欠員となっていた Soil

Chemistは補充されたが、ローカルコンサルタントの報告によれば、技能が不十分であるた

め土壌分析を実施できないでいるそうである。

(ルピー)

１年目 ２年目 ３年目以降
人件費 838,231 872,300 906,369
施設運営費 625,000 625,000 625,000
予備費 146,769 149,700 153,631
合　計 1,610,000 1,647,000 1,685,000
注：1987 年時点の単価で積算。

出所：基本設計調査報告書

(ルピー)

基本設計調査
の予想経費
(1987年価格）

インフレ
換算率

(10.3%/年）

インフレ換算
の予想経費
(経常価格）

実際の
予算額

(経常価格）

予想経費と
実費との差
(d-c）

a b c d e
1988/1989 1,610,000 10.3 1,775,830 - -
1989/1990 1,647,000 21.66 2,003,755 - -
1990/1991 1,685,000 34.19 2,261,135 - -
1991/1992 1,685,000 48.01 2,494,032 - -
1992/1993 1,685,000 63.26 2,750,917 3,640,319 -889,402
1993/1994 1,685,000 80.07 3,034,261 3,626,090 -591,829
1994/1995 1,685,000 98.62 3,346,790 5,206,320 -1,859,530
1995/1996 1,685,000 119.08 3,691,510 5,592,822 -1,901,312
1996/1997 1,685,000 141.65 4,071,735 5,480,015 -1,408,280
1997/1998 1,685,000 166.54 4,491,124 4,656,670 -165,546

注：基本設計調査報告書は 1987 年時点の単価で積算。年平均インフレ率は、表 25 を参照。
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表5-38　ADIのスタッフ構成（1997年 12月現在）

表5-39　ADIのスタッフ構成（基本設計で想定された要員構成）

Technical Staff Supporting Staff

1 Director 1 12 Accountant 1

2 Agronomist 1 13 Office Superintendent 1

3 Agriculture Engineer 1 14 Office Assistant 1

4 Soil Chemist Vacant 15 Stenographer 1

5 Economist 1 16 Senior Clerk 2

6 Assistant Director 1 17 Junior Clerk 4

7 Instructor/Assit. Director 1 18 Vehicle Driver 10

8 Research Officer 3 19 Tractor Driver 11

9 Agriculture Officer 1 20 Store Keeper 1

10 Agriculture Inspector 5 21 Peon 6

11 Field Assistant 5 22 Laboratory Assistant 2

23 Watchman 4

24 Labor 15

Total 20 Total 59

出所：本調査団による ADIからの聞き取り調査

Technical Staff Supporting Staff

1 Director 1 14 Accountant Officer 1

2 Agronomist 1 15 Superintendent 1

3 Agriculture Engineer 1 16 Assistant 1

4 Soil Chemist 1 17 Stenographer 1

5 Agricultural Economist 1 18 Senior Clerk 1

6 Mechanic 2 19 Junior Clerk 7

20 Vehicle Driver 107 Assistant Director

(Seed Multiplication)

1

21 Tractor Driver 11

8 Instructor (Training) 1 22 Store Keeper 1

9 Agri. Research Officer 3 23 Naib Quasid 6

10 Assistant Engineer 1 24 Laboratory Assistant 2

11 Agricultural Officer

(Farm Manager)

1

12 Agriculture Inspector 5

13 Field Assistant 5

Total 24 Total 42

出所：基本設計調査報告書
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表5-40　ADIのスタッフ構成（ローカルコンサルタントの調査結果）

　このように、テクニカルスタッフは、想定された要員配置より少なくなっている。それに

加えて、定着率が悪いという問題もある。テクニカルスタッフの勤務期間は短い（１年未

満）場合が多く、頻繁に人事異動が行われており、継続的な活動がしにくくなっている。

　ADIのテクニカルスタッフへのインタビューによれば、州都クエッタなどに勤務していた

スタッフにとって、標高差による気候条件や生活慣習等の相違など、ナシラバード県での生

活は厳しく感じられるそうである。

４）施設・機材

　施設は、大きな損傷もなく、良好に維持管理されている。収穫物加工施設・貯蔵施設は

200トンの加工能力があるが、実際は倍以上の能力が要求される状況となっている。

　無償資金協力により供与された機材は、トラクター、収穫機などは故障しているものが多

い（ADIによる農業機材状況のリストは資料４の“BRIEF ABOUT AGRICULTURE

DEVELOPMENT INSTITUTE”に含まれている）。ADIによれば、これらの機材は、すべ

てが日本製であるためパキスタン側ではスペアパーツの入手が困難であるということである

が、トラクターのタイヤ、収穫機のベルトなど、入手さえできれば容易に修理可能な機材も

多いとのことである。問題がない機械は、田植え機（安価な労働力が豊富に存在する地域に

高価な労働節約型の機材を導入しようとしたこと自体が疑問ではあるが）のように、ほとん

Technical　Staff Number of Person

Extension Development Unit

1 Agronomy 1

2 Extension 1

Farming System Unit

3 Economist 1

4 Agronomist 1

5 Assistant Research Officer Vacant

Soil & Water Management Unit

6 Soil Chemist 1

7 Agricultural Engineering Officer 1

8 Assistant Research Officer 1

Training Unit

9 Assistant Director 1

10 Agricultural Officer Vacant

Seed Multiplication Unit

11 Assistant Director 1

12 Agricultural Officer 1

Pilot Farm

13 Farm Manager 1

14 Agricultural Engineer 1

Total           12

出所：ローカルコンサルタントによる調査
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ど使用されていないために故障していないというのが実態であるように感じられた。

　機材の故障については、その耐用年数の問題もあろうが、機材の操作・運転の習熟度が低

く、耐用年数がくる前に不注意な操作・運転で壊してしまう場合も多々あるようである。た

とえば、収穫機３台のうち、１台が２年目、他の２台が５年目までには故障している。

　センター施設内の機材では、コンピューター、ファックス、写真複写装置、エアコンの調

子がよくないそうである。供与機材ではないが電話の通信状態が悪く、電話の修理を待って

いるところである。

５）活動内容

ａ）適応試験

　小麦、米および綿についての導入適応試験がパイロットファームで行われてきた。他州

の農業試験場などから各種の種子を取り寄せ、パイロットファームで現地に導入可能な品

種かどうかの栽培試験を行い、その結果、ナシラバード県で適正と判断されたものをADI

が奨励品種に認定し農民に栽培を勧めている。

　小麦は12品種の適応試験が行われ、そのうち６品種が奨励品種とされた。米は11品種

の適応試験が行われ、そのうち２品種が奨励品種とされた。綿は21品種の適応試験が行

われ、そのうち４品種が奨励品種とされた。

　パキスタン国内の他の地方の農業試験場における適応試験で単収が高かった品種のなか

から、パイロットファームで栽培して高い単収が得られた品種をADIの奨励品種に認定

している。

　また、現地の実情に合った栽培方法を示すには、個々の農家の農地の土壌に合った施肥

方法などを示さなければならないが、ADIでは土壌試験が行われていない。土壌試験に関

しては、農業技術に詳しい農民から、自分の圃場に合った施肥方法を知るために土壌試験

をしてほしいという要請はあるものの、ADIの予算不足と、実施能力のある技術者がいな

いために行われていない。

ｂ）近代的営農方法の展示

　基本設計調査では、ADIの役割のひとつとして、適応試験で導入可能と認められた作

物・品種を、現地の農家の営農条件に合った近代的営農方法を開発し、それをデモンスト

レーションすることがめざされていた。しかしながら、近代的営農方法の展示として、農

業機械のデモンストレーション、パイロットファームの自然流下灌漑区と機械灌漑区での

栽培展示が行われてきたにすぎない。

　わが国が供与した農業機械によるデモンストレーションは、1992年までに数回行われ

た。しかしながら、機械の故障などもあり、その後は実施されていない。ADI関係者によ

れば、デモンストレーションの効果として「昔は使っていなかったトラクターや収穫機を
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農民が農業局〔第２KR援助（食糧増産援助）による機材〕からの賃貸で使用するように

なった」とのことである。

　パイロットファームでは、綿、ヒマワリ、野菜、柑橘などの栽培展示が行われている。

パイロットファームの自然流下灌漑地区は、近くの水路から導水した溜池から動力ポンプ

で揚水して灌漑しているので灌漑用水を人為的にコントロールできるのに対して、農家の

圃場は灌漑水路による完全な自然流下なので、灌漑用水の調節を水路に付いている水門の

コントロールに頼っているところに大きな違いがある。

　他方、機械灌漑区に導入された野菜栽培用のスプリンクラー、サトウキビ栽培用のレー

ンガンおよび果樹栽培用のドリップシステムに関しては、普及効果は見当たらない。その

原因としては、下記のことがあげられる。

・この地域では潤沢な灌漑水を使用できるため節水灌漑の必要性がないこと（Salinity

の問題対策上は有効と思われる）。

・この地域は蒸発散が多いため、ドリップ灌漑では作物の消費水量を満たすことができ

ないこと。

・Cost-Benefitに見合わないこと。

　現在、これらの機械灌漑施設は、このような栽培方法もあるという参考程度に使用され

ているだけである。

ｃ）水管理システムの確立

　ADIの果たす役割のひとつとして、末端水路網における水配分システムの確立があっ

た。しかし、パットフィーダー水路拡張計画の工事が遅れ、それに続くPFCADPも実施

中のため、末端水路網が完全に整備されていない。そのため、ADIとして末端水路網にお

ける水配分システムの確立に取り組むには至っていない。

　前述したように、パイロットファームは、溜池から動力ポンプで揚水して灌漑している

ので、農家の灌漑水路による灌漑とは同じ灌漑でも条件が異なっている。したがって、将

来ADIが、現地の農家の営農条件に合った水配分システムの確立に取り組むとするなら

ば、農家の圃場を使った水管理の実証試験が必要である。

ｄ）研修

　1990年度より年２～３回の農業普及員および農民に対する研修が実施されている（ただ

し、1996年度の場合１回のみで参加者12名だった）。研修は、現在、PFCADPからの特

別予算により実施されている。

　表5-41は研修実績を示したものである。研修終了者数は1990/1991年は不明だが、そ

れ以外の合計は農民と普及補助員などをあわせて431名である。パットフィーダー水路の

受益地の農家数は約２万6000であり、そのことを考えるとまだ研修修了者は人数的に少
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ない。

　研修参加者数も年々減少傾向にあり、1997年度は、予算不足のため研修が実施されてい

ない。このため、研修員用宿泊所は、現在ほとんど利用されていない。

表5-41　ADI研修実績

ｅ）種子生産

　選抜された小麦と米の奨励品種の種子生産および供給業務が効果的に推進されている

（綿については実施していない）。ADIが所有する種子処理機（JICA供与）を使用して、

農民への販売用の種子処理を行う（収入：約200万ルピー/年）とともに、農民から委託

を受けて処理業務を行っている（種子処理とは、採取した種子から熟度が均一で、発芽率、

発芽力が高く、無病なものを選び、消毒して販売用に梱包する一貫作業をいう）。

　農民への種子販売価格は、米が５ルピー/㎏、小麦が11ルピー/㎏である。表5-42は

種子配布量を示しているが、小麦は、1996/1997 年に10万㎏を70農家に配布し、米は、

1997年に約24万㎏を150農家に販売し、種子総売上げは230万ルピー/年だった。この

売上げはすべて州政府に上納されている。

　パットフィーダー水路の受益地の農民のすべてが、ADIで導入試験を行った米および小

麦の品種を使っているようである。ADIによれば、ADIが農民の種子需要の10％を満た

しているとのことである。

　表5-43は、パイロットファームの使用面積である。作付け面積が確認できた作物は、綿

内容 参加者
1989/1990 機械耕作の圃場ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ 計 40 名の農民、Field Staff
1990/1991 セミナー：除草 ―

セミナー：貯蔵穀物害虫管理 ―
セミナー：新作物導入(綿、砂糖キビ、大豆) ―
圃場ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ：小麦の新・改良品種 ―
圃場ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ：ヒマワリ栽培 ―
圃場ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ：農業機械 ―

1991/1992 セミナーとヒマワリ新品種の播種祭 ―
州 Chief　Ministerの出席したヒマワリ栽培
の記念式典

200 名の農民と農業省職員

1992/1993 14 週研修、夏期と冬期の２期実施 48 名の農民と Field Assistant
1993/1994 夏期と冬期の２期研修実施 35 名
1994/1995 夏期と冬期の２期研修実施 38 名
1995/1996 夏期と冬期の２期研修実施 36 名

８日間の農業機械研修 22 名
1996/1997 １期研修実施 12 名 Field Assistant
1997/1998 予算不足で未実施
出所：本調査団による ADIからの調査結果
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19.4ha（48acre）、米60.7（150acre）、小麦121.4ha（300acre）であるが、基本設計調査

報告書では、これらの作物の作付け面積は、適応試験圃場、訓練圃場、種子生産圃場の合

計で、それぞれ80acre、120acre、150acreと想定されていた。綿は当初計画面積未満で

あるが、米と小麦については、当初計画以上の面積で作付けされている。

表5-42　ADI種子配布量

表5-43　パイロットファームの使用面積

(３)　効果

１）農家調査結果

　時間的制約により、ADI近郊の１農家のみで調査を行った。以下は、その回答である。

家族構成　：総世帯人数は25名で、農外収入は持っておらず、構成員全員が農民であ

る。

雇用労働　：綿収穫期に14～ 15名を80～ 100ルピー/人・日で雇っている。

総農地面積：120acre

表 5-44

（トン）

年 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997
米 15.2 120.0 84.0 94.0 62.5 40.0 76.0 160.0 240,0

年度 1988/
1989

1989/
1990

1990/
1991

1991/
1992

1992/
1993

1993/
1994

1994/
1995

1995/
1996

1996/
1997

小麦 166.1 166.0 165.2 192.0 168.0 156.0 140.0 - 100.0
注：米の 1997 年は推定。

出所：ADI

面積 面積
綿 19.4ha 48 acre 豆類 未確認
米 60.7ha 150 acre その他 未確認
小麦 121.4ha 300 acre 道路・建物 9.3ha 23 acre
ヒマワリ 未確認 不耕地 8.1ha 20 acre
野菜 未確認 合計 466.2ha 1,152 acre
出所：ADI

1996 年 1997 年
綿 24acre 64acre
小麦 48acre 32acre
休閑地・一部で自家消費用野菜栽培 48acre 24acre
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　　　　　　PFCADPによる灌漑排水路改修工事で耕作面積が増加（表5-44）。

農業機械　：所有していない。トラクターを120ルピー/時間で借りている。

販　　売　：170㎞先の市場（綿は紡績工場）まで、集団でトラックを借り売りに行っ

ている（価格140ルピー/40㎏）。

所　　得　：灌漑水次第で上昇。小麦だと2400ルピー/acreだが、灌漑下で綿栽培を

すると6000ルピー/acreの収益がある。

水 利 費　：60ルピー/acre×２作期（州Revenue Department職員がきて農地の作

付け実態をみて課税）

水利組合　：30～ 40人 /組合。組織化は始まったばかりで実質的機能なし。

農民組織　：なし。

ADIとの関連：1996年、小麦種子を購入、50～ 55㎏ /acreを播種。

1996年と1997年、綿栽培の１日研修に参加（PFCADPのもとでの農業普

及員による研修と混同していると思われる）。

ADIへの希望：土壌試験、種子配布、綿の病虫害管理・灌漑技術の指導

営農上の意見：灌漑水の損失を防ぎ灌漑用水量を増やすことによって、営農規模が拡大

できるので、堪水害、塩害防止のためにも水路ライニングが必要である。

効果的ライニングのためにはO & Mに関する近隣農民の協力が必要。圃

場内水路の建設は農民の負担で行われる（灌漑の歴史が比較的浅いナシラ

バード県でも、すでに５～10％の面積が塩害、堪水害の被害を受けてい

る。これらは全国排水計画で抜本的解決がなされる予定である）。

営農上の要望：市場への道路整備。水路を渡る橋。綿栽培のための病害虫防除法。近隣

に綿紡績工場の誘致を図ってほしい。

　農民は、PFCADPにより用水量が増え灌漑面積が拡大したことと、その灌漑地で栽培す

るようにADIなどによって奨励された綿栽培で以前の小麦栽培より収入が増加したことを

喜んでいた。そして、綿栽培に関するよりいっそうの技術指導をADIに期待していた。

２）政府関係者調査結果

　バロチスタン州政府関係者によれば、ADI設立によって、パットフィーダー水路受益地に

おいて、次のような効果があった。

・農業生産が約30％向上した。

・それまで行われていなかった綿栽培が約３万acreに導入された（綿は米に比べ灌漑水

の必要量が少なく、収益性も高い）。

・農家が化学肥料や農薬を使用するようになった。

・農業機械の使用が増えている。
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　ADIが同地域の農業生産性向上に寄与していることは、政府関係者も農民も現地関係者の

すべてが認めるところである。ただし、同地域には、PFCADPによる６つの多目的普及セ

ンター（Multi-purpose Extension Center）があり、各１名の普及員が配置されているし、

農民への技術普及に関しては、1994年に始まったIFADの資金でBRSP（Balochistan Rural

Support Program）というNGOがPFCADPのもとで活動しており、同地区の営農技術向

上のすべてが ADIの成果とはいえない。ADI、BRSP、多目的普及センターは３つとも

PFCADPにおける普及関係機関となっている（図5-5参照）。

(４)　問題点

１）実施体制

ａ）予算不足

　給料を除く運営資金のほとんどが、PFCADPからきており、州政府からは十分な予算

が提供されていない。州政府に対する予算請求額に対して獲得額は40～50％にすぎない

状況となっている。

ｂ）機材の故障

　供与機材の故障の原因は、スペアパーツ不足と、不慣れな農業機械使用による操作メン

テナンスの悪さである。故障の多くは、スペアパーツがあれば直せるようなもの（トラク

ターのタイヤ、収穫機のベルトなど）であった。

　また、供与機材の種類に関しては、人手の多い現地では不必要な田植え機のような機材

が供与されていたり、潤沢な灌漑水を使用できる地域であるのに機械灌漑用機材が供与さ

れているなど、必ずしも現地の実態に適しているとは思われない機材が供与されている。

ｃ）技術スタッフの不足

　本調査団の現地調査でも、ローカルコンサルによる補足調査でも、テクニカルスタッフ

の人数が基本設計で想定されたよりも少なかった。それだけでなく、１年程度で転勤する

スタッフが多く、その定着率の悪さが、長期計画や継続的活動を困難にしている。

２）活動実態

　本調査団の現地調査では、ADIの実質的なテクニカルスタッフ数は８名のみであり、

Agricultural Development Instituteという名称にふさわしい業務（農業開発のためのリ

サーチ、普及）を行うための体制が整っていない。

　たとえば、農民から各圃場の土壌分析をして欲しいという要請が多いということであった

が、土壌実験室はスタッフが欠員だったり、スタッフがいても十分な技術力がなかったり、

分析用の試薬などを購入する資金が足りなかったりして、土壌分析ができない状態にある。

また、研修に関しても、内部のスタッフではなく外部の講師を中心にして、研修を年数回開
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催しているにすぎない。

　簡単にいえば、現在のADIは“種子の増殖を業務の中心”とする組織になっている感が

強く、本来の目的であったと思われる農業開発のためのリサーチ、普及および研修教材の作

成、研修の実施などの業務が行える体制（予算的にも人員的にも）となっていない。

３）ADIの今後

　バロチスタン州政府の農業開発センターという公的な位置づけであるが、現実的には

PFCADPの農業普及分野を担当する機関となっている。その業務内容も当初計画されたも

のと比べると非常に狭まっている。

　予算的にも、テクニカルスタッフの人数をみても、「バロチスタン州政府がADIをこの地

域の農業発展の核にしよう」という計画時点での意気込みは感じられない。ADIのスタッフ

も、厳しい現状で、活動のプライオリティーを付けかねているようである。特に懸念される

のは、PFCADPが終了する2001年以降に、この組織がどうなるかということである。

　前述したようにPFCADPのハード面は、1998年６月に終了する。すなわち、これから本

格的に農民に対する営農技術普及（たとえば、研修を通した）および水管理指導などが必要

となってくる。今後、ADIが地域の農業発展のために果たすべき役割は非常に大きいにもか

かわらず、年々、州政府からの予算も削減され、組織が弱体化しているのが現状である。

(５)　課題と提言

１）ADIの位置づけの明確化

　問題点の項目で述べたように、現在の ADIは発足当初に期待された役割を十分には果た

せない組織となっている。また、将来的にも PFCADP終了後は存続さえ危ぶまれている。

したがって、早急にバロチスタン州政府と協議を行い、その位置づけ、現状の改善および将

来構想について協議すべきである。

２）財政状況に合わせた協力

　地下水関連機材のところで述べたが、バロチスタン州政府の財政は相当に厳しいようであ

る。したがって、バロチスタン州政府のように財政難を抱えている政府組織に対する国際協

力は、慎重に対処すべきである。そして、財政難を抱える組織に対する国際協力では、自己

採算性が見込める事業を計画する、受益者負担が見込めるようにする、第2KR援助の見返り

資金を優先的に使えるように計画する、維持管理費用の負担を軽減するように計画する、な

どの措置を検討しておくべきである。

　無償資金協力は、確かに施設や機材は無償資金協力で供与されるが、供与後の維持・運営

経費は被援助国側が負担しなければならない。しかし、そのような経費が被援助国政府に

とっては過大な負担となり、十分な運営資金を捻出できない場合もある。したがって、今後
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は、相手政府側の財政状況や運営体制をよりいっそう精査するとともに、協力実施後の運営

状況を見極めつつ、段階的にプロジェクトの規模を拡大していくような日本側の協力方式も

検討されるべきと思われる。

３）ADIに関するアフターケア

　現在のところ、州政府が PFCADP終了後にADIをどうするつもりなのかが不明確であ

る。PFCADP終了後にADIが存続困難になるようなら、現状でADIに関するアフターケア

（たとえば、スペアパーツの供与など）を行っても、あまり将来性がないことになる。

　今後、ADIの体制立て直しに関する日本側の協力についてはいろいろと議論があると思わ

れるが、まずは事業実施機関であるバロチスタン州政府と、ADIの現状についての認識をひ

とつにしたうえで、ADIの今後のあり方に関して州政府と協議を行い、協議後の州政府の動

向をみながらアフターケアを行うべきか否かを判断すべきである。

　ナシラバード県は７～９月には平均40℃、最高52℃に達する、アジアで最も気温の高い

地域のひとつである。ナシラバード県周辺は少数部族の住む地方であり、独特な生活の慣習

があり、州都クエッタ出身のADIスタッフによれば、同じパキスタン人でも住みにくい土

地柄だということである。住民の識字率も低く、道路などのインフラもあまり整備されてい

ない。このような場所にあるADIだが、それが日本の援助で建設されたことは、この地域

の農民によく知られている。日本が20億円以上かけて建設したADIをこのままにしておく

ことは望ましくない。

　ナシラバード県またはADIへの技術協力の必要性は高いが、生活条件の厳しさは否めな

い。加えて、前述のように、ADIの運営体制は脆弱で、活動目標は思うように達成できてい

ない。日本側としても、バロチスタン州政府側との対話により、事態打開のめどを探る必要

がある。たとえば、ADIの活動のなかでも比較的順調である種子販売活動を拡大させ、種子

の売上げ収益金を州政府に渡すのではなく、ADIに残して独立採算性とすることも一案であ

る。

４）慎重な機材選定

　以前からさまざまな有識者によっていわれてきたことであるが、機材の選定にもっと慎重

になる必要がある。日本製の機材導入は、供与先国でのスペアパーツの入手可能性や、スペ

アパーツ購入の財政的裏づけなどを調査して行うべきである。供与先国で日本製のスペア

パーツの入手が困難な場合は、供与先国が日本製を特に望まない限りは、その国で普及され

ている機材（第三国製）の供与をすべきである。現在では、第三国調達も認められるように

なってきているので、なぜ第三国製ではなく日本製の機材を導入するのかの理由を明確にし

ておく必要がある。一方で、日本製だからスペアパーツの入手が困難なのか、それとも供与

先国に購入予算が不足していて入手できないのかの見極めも必要である。
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　また、今回の灌漑システム機材および田植え機のように普及する見通しがないと思われる

ものは、その数量、規模を抑えるか、あるいは導入そのものをやめるという判断も必要であ

ろう。そのためには、事前調査に十分な期間をかけたり、基本設計調査における機材導入計

画に対し導入理由をいろいろな角度から検討することが肝要である。

５）新設組織への無償資金協力

　既存組織に対する協力の場合は、専門家派遣をからめて無償資金協力を実施すると、その

効果および持続性などがある程度期待できる。しかし、ADIの場合のように既存組織がなく

新たな組織作りのための協力で、さらに専門家派遣がなく無償資金協力だけを行う場合は、

さまざまな困難を伴いやすい。

　新たな組織作りの場合、そのスタッフは各部署および各地から寄せ集めて構成されること

になり、今までに経験しなかった業務を担当するということもあり得る。そして、スタッフ

自身が組織作り、運営および業務の知識、技術を持ち合わせていないこともあり得る。

　したがって、今後は、人の派遣を伴わないセンター形式の無償資金協力は、既存組織を前

提条件とするか、あるいは新規組織の場合、ある程度の期間は専門家を派遣するという措置

が必要であろう。
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第６章　効果発現要因と阻害要因第６章　効果発現要因と阻害要因第６章　効果発現要因と阻害要因第６章　効果発現要因と阻害要因第６章　効果発現要因と阻害要因

　地下水開発案件の効果発現要因を表6-1に、阻害要因を表6-2に示す。

　また、ナシラバード農業開発計画の効果発現要因を表6-3に、阻害要因を表6-4に示す。

表6-1　地下水開発計画の効果と効果発現要因

効果 効果発現要因
1.　灌漑面積 　農民に、井戸掘削後の灌漑地整備を独自に取り組むだけの農業増産意欲が

ある。
2.　農業生産増大 　天水農業地域ですでに井戸によって灌漑農業を行っている先駆的農家が

おり、まだ灌漑用井戸を持っていない農民にとって、営農改善の見本となっ
ている。
　灌漑用井戸を入手した農民は、自ら農業普及員を訪ねたり、先駆的な灌漑
農家に訪ね、灌漑農業技術の情報を得ようと努力している。

3.　農家経済改善 　灌漑により、野菜などの換金作物の栽培が可能となるとともに、その他の
作物の単収も増加する。
　半乾燥な国土であり、米や小麦の主食、野菜および果物が栽培できない地
方があるため、需要が供給を上回る傾向にあり、農産物は、市場まで運べば
販売が可能である。

4.　家畜頭数の増加 　半乾燥地の農業では、伝統的に家畜飼育を重視する傾向があるため、農民
に灌漑地で飼料栽培を増やそうという意欲がある。

5.　低コスト掘削 　パンジャブ州と北西辺境州では農業工学局の井戸掘削に対して州政府か
ら補助金が出されていた。
　民間業者に委託するより安価である。

6.　民間企業活動活性化 　パキスタンには高い技術力を持つ現地資本のポンプ業者おり、井戸掘削後
のポンプ施設建設を現地民間業者に発注可能である。

7.　飲料水 　天水農業地域は飲料水確保が困難な地域でもあり、灌漑水路からの無料の
飲料水くみ取りを是認する習慣により、灌漑井戸建設が、その近隣世帯に対
し飲料水供給という副次的効果も生み出した。
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表6-2　地下水開発計画の問題点と原因

問題点 原因 対応策等
1.　スペアパーツ不足
　機材故障時に必要なスペ
アパーツが現地で入手困難
である。

　非常に深く掘削できる井戸掘削機はも
ともと現地では入手困難であり、日本製
であれ、第三国製であれ、そのスペアパ
ーツも輸入に頼らざるを得ない。
　スペアパーツの輸入代理店があっても
政府の財政が不足しており自己予算で購
入困難である。

　機材供与時にスペアパー
ツも供与して対応している。

2.　減価償却費徴収
　北西辺境州とバロチスタ
ン州では井戸掘削費で無償
供与機材の減価償却費を徴
収している。

　徴収した減価償却費を、機材更新のた
めに積み立てる財政システムはない。

　パンジャブ州のように減
価償却費を取らないか、取る
なら積み立てて、機材更新や
部品調達に使うのが望まし
い。

3.　受益者層が中規模以上の
農家である。

　井戸掘削費と施設建設費をまかなえる
のは一定の経済力のある中規模以上の農
家となる。
　銀行の利用は、宗教的理由や、担保物
件の不足により、活発でない。
　貧農対策をするだけの財政的余裕が政
府にない。

　事実上は大地主が残存し
ている社会なので、中規模農
家育成はそれなりに農業・農
村の活性化に役立つ。

4.　供与金額当たりの受益者
数が少ない。

　資産の他人との共有や、共同作業に伝
統的に不慣れで、そのままでは農民グル
ープが形成されにくい。

　１世帯に世帯主の兄弟数
家族が住むので、実際は数農
家が恩恵を受けている。
　パンジャブ州への 1996 年
度供与機材は農民グループ
支援を義務づけている。

5.　雇用効果が少ない。 　灌漑農業によって必要となる農業労働
力の増大は、家族労働やトラクターの賃
耕によって埋め合わされている。

6.　灌漑用井戸建設後の営農
指導が組み合わされてい
ない。

　縦割り行政のために、井戸掘削実施機
関は掘削するだけで、農業普及局との連
携をとっていない。
　普及員は１主任研究員に５名の補助員
が付くが、１主任研究員当たり、数千の
農家を担当しており、緻密な指導は困難
である。

　地下水灌漑農業の質的向
上のためには、井戸掘削機関
と農業普及局の連携強化が
求められる。

7.　地下水開発調査の不足
　パンジャブ州と北西辺境
州では地下水開発調査が不
十分である。

　農業工学局は井戸掘削の専門機関とい
う意識が強く、州全体の地下水賦存量や
環境的影響への配慮が不足している。

　基礎的調査をしている研
究所（たとえば、WAPDA：
水利電力公社、IWASRI：国
際堪水塩害研究所、IRI：灌
漑研究所）との連携協力が必
要である。

8.　E/Nとの相違
　北西辺境州では機材を対
象地域外に配備、バロチスタ
ン州では予算不足で一部機
材を未使用（一部機材を別機
関に移管）。

　供与された機材は、現地側のもので自
由に使用できるという意識がある。

　E/N と相違する事態にな
ったときに、JICA 現地事務
所への連絡を義務づけ、対応
を協議するようにする。

9.　政治的井戸掘削決定
　バロチスタン州では9割の
井戸掘削が政治的に決めら
れる。

　バロチスタン州は、難民定住や部族支
配地域が点在するという特殊性から、治
安確保の政治的措置として地下水開発も
利用されている。

　政治的利用もある半面、受
益者が多い飲料水供給も行
われている。
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表6-3　ナシラバード農業開発計画の効果と効果発現要因

表6-4　ナシラバード農業開発計画の問題点と原因

効果 効果発現要因
1.　地域農業生産の増大 　IFADによって、ADI が PFCADP に組み込まれ、その活動が６つの多目

的普及センターや NGO (BRSP)の灌漑農業技術普及活動と組み合わされた。
2.　作物導入 　ADIでは、他州の農業試験場ですでに優良な結果を出している品種の導入

試験を行っている。他州の農業試験場における技術的蓄積があったため、そ
の導入も円滑に行われた。

3.　種子生産および供給 　導入試験で奨励品種となった小麦と米の種子供給の順調な展開は、現地灌
漑農業に適した品種への農民の需要の大きさがある。

4.　農業機械の普及 　夏に 50℃以上になる現地の自然条件は役牛飼育にもあまり適しておらず、
耕起への農業機械使用が労働負担軽減に役立っている。第２KR 援助により
州農業省に供与された農業機械は賃貸しされている。

5.　農家所得向上 　ADIを中心に綿花栽培が奨励され、ADI設立後３万 acre（総可耕地 18 万
5000acre の 16％）で栽培されている。綿花の収益は 6000 ルピー/acre)で小
麦(2400 ルピー/acre)の 2.5 倍であり、それにより農家所得が向上している。
綿花栽培普及の要因としては、PFCADP による灌漑施設の整備、ADIによ
る展示や IFAD関連の普及活動もあるが、綿花が塩害にも強く、軽度の塩害
地域の農民が好んで綿花を導入していることもあげられる。

問題点 原因 対応策等
1.　州政府からの予算が不十
分である。給料を除く運営
資 金 の ほ と ん ど が
PFCADP からきており、
2001 年に同事業が終了す
ると、ADIの活動継続が危
ぶまれる。

　州政府自体が予算不足で、ADI に
回わせるだけの十分な資金がない。
　州政府におけるADIの位置づけが
弱く、予算措置も不十分である。

　2001 年以降も ADIが存続可能
となるように、州政府内の位置づ
けを明確化するとともに、種子処
理加工費を中心とした独立採算
性の体制作りなども必要である。
　現在、州政府に納められている
種子売上げ（年に 200 万ルピー）
を ADI の予算に組み込むことを
検討する。

2.　故障した供与機材が修理
されないままである。

州政府の予算不足で修理資金がない
し、必要なスペアパーツを輸入する
財源もない。

　現地でスペアパーツの入手可
能な機種を選定し供与する。

3.　灌漑水の豊富な現地の状
況に合わない節水灌漑機
材などが供与されている。

　一度にいろいろな種類の機材を供
与したため総花的な供与機材の選択
になった。

　現地のニーズをみながら段階
的な機材供与を行う。

4.　技術スタッフの不足と定
着率の悪さ。

　人材を確保するための州予算が不
足している。
　ナシラバード県は、バロチスタン
州の州都クエッタに住んでいる農業
省技術者からみても生活環境が悪い
地域であること、ADI の州政府にお
ける位置づけが不安定なことから、
現地技術者も赴任を好んでいない。

　ADI の位置づけの再確認を州
政府と行い、その存続のための予
算確保措置を依頼する。



－83－

第７章　評価結果総括第７章　評価結果総括第７章　評価結果総括第７章　評価結果総括第７章　評価結果総括

７－１　地下水開発案件

　今回の評価対象機材が使用されている北西辺境州、バロチスタン州およびパンジャブ州の北西

部は半乾燥地帯に属し、生活用水および農業用水の大半を地下水に依存している地域である。

　その関係上、深井戸掘削要請が多く、実施までの待ち時間が数カ月から１年以上にも及ぶ状況

である。バロチスタン州へ1996年度に供与された機材（供与された機材のうち、予算不足のため

４台が未使用）以外は、おおむねフル活用に近い形で有効利用されている。

稗益効果としては、①受益農家の粗収入が少なくても４倍以上に増加していることに象徴される

農家経済の改善、②地域レベルでみれば、単収および作付け率向上による生産高増加、③飲料用

水の供給に寄与（バロチスタン州）をあげることができる。

　以上のように顕著な援助効果は認められる一方、今回の調査ではいくつか問題点もみられた。こ

こで再度、問題点を要約すると次のとおりである。

(１)　井戸掘削の負担金が高額（平均農家年収の約10倍）なため、受益者が中規模以上の農家

に偏る傾向がみられる。1990年の統計資料によると、各州における所有農地面積別農家数

の分布は表7-1のとおりとなっている。

表7-1　各州における所有農地面積別農家数の分布

　表7-1に示されるように、３州とも全体農家数の約６割から９割が所有農地面積５ha未

満であることがわかる。調査期間中、パンジャブ州と北西辺境州で行った農家調査では、供

与機材によって井戸掘削が行われた農家（受益者）の所有農地面積は、それぞれ240ha、

3.8ha、15ha、14.8ha、14ha、28haであった。調査戸数が限られているため断定はできない

が、受益者が前述したように中規模以上の農家に偏っている傾向がみられる。

　このことは、結果的に少数受益者（大半が１本の井戸で１農家が受益）と他の農家との経

済的格差の助長につながることになり、公共性の確保という観点からは問題が残る。

(２)　また、バロチスタン州の場合、政治的に井戸掘削地や優先順位が決定されるケースが多

い。同州では、アフガニスタン難民の定住や州政府の管理の及ばない部族地域の点在などの

問題を抱えており、井戸掘削も治安安定手段のひとつとして利用せざるを得ないという事情

パンジャブ州 バロチスタン州 北西辺境州
所有面積５ha 未満 79％ 57％ 91％
所有面積 10ha 未満 93％ 77％ 97％
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もあると思われるが、一方、政治的な影響力を持つ有力者に便宜が図られたケースもあり、

公共性の確保について課題が残る。

(３)　現地調査の結果、北西辺境州およびパンジャブ州においては、基礎調査（周辺への影響調

査、水質、賦存量調査など）が満足に行われないままに事業が実施されていることが判明し

た。このような状態の放置は、将来的には地下水位の低下、水源枯渇、水資源の活用の不平

等化、および塩分濃度が高い場合は灌水による耕地の不毛化につながる危険性がある。

　そのような事例として、『熱帯農業概論』（田中明編著、築地書館）では次のような指摘を

している。「比較的財力のある農家が新たにチューブウェル（管井ポンプ、TW）を設置した

場合、周辺部で従来、掘抜き井戸に頼っていた農民にとっては、地下水の低下という不利な

条件が発生し、揚水に従来以上の人力や畜力の投入が必要となる。一例として、パキスタン

の SCARP第１地区では、TW設置農家の作付け率が設置前（1962年）の80％から123％

（1978年）に上がったのに対して、周辺地域の人、畜力依存農家では、逆に50％以下に低下

したと報告されている」。

(４)　州ごとに井戸掘削費用に関する受益者の分担金が異なり、州によっては機材の減価償却費

を含んだ金額を受益者から徴収している。この減価償却費分を積み立てて機材更新時に使用

するというシステムもない（受益者から徴収した減価償却費分の分担金を州政府がどのよう

に使用されるかという点については、調査不足のため不明）。このことは無償資金協力機材

の活用という観点から、整理する必要がある。

(５)　バロチスタン州WAPDAの水利部門の動向　　本調査の時点（1997年12月）では、バロ

チスタン州の当局者よりWAPDAの水利部門が廃止されるという話があったが、本調査団

帰国後、ローカルコンサルタントによって行われた補足調査結果によると、バロチスタン州

政府はWAPDA水利部門の廃止を撤回したとのことである。しかし、今回は水利部門の廃

止が撤回されたとはいっても、バロチスタン州政府の財政危機が改善されない限りは、今

後、再び廃止への動きが生じる可能性は大きい思われるため、日本側としてもこの動向につ

いて注視していく必要がある。

　このような課題を内包している案件ではあるが、冒頭で述べたように顕著な援助効果の発現は

認められる。すなわち、本地下水開発案件（井戸掘削用機材供与）の妥当性は評価できる。した

がって、今後の課題は、受益者の裾野（人数、階層など）をいかに広げるのかということになり、

それが、無償資金協力の必要性の是認、援助の公共性にもつながる大切な点であるといえる。そ
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のためには、ドナー側である日本政府および受入国であるパキスタン政府が適切な措置を講じる

ことが必要であり、それに関する具体的な提言、教訓については第８章で述べることとする。

７－２　ナシラバード農業開発計画

　ナシラバード地域における農業普及の中核的役割を期待されて発足したセンターであるが、予

算およびスタッフの不足などにより、当初期待されたとおりの活動が行われていないというのが

実態である。見方を変えるならば、脆弱な現状の体制下で実施可能な業務範囲には限界があると

もいえる。

　一方、そのような脆弱な体制にもかかわらず、米、小麦の品種導入適正試験、増殖および農家

への配布に関しては着実な成果をあげており評価に値する。

　第５章で詳述した本センターを取り巻く問題点を要約し、下記に示す。

(１)　援助受入能力の見極め

　無償資金協力で建設された施設、供与された機材の活用が低調である。その直接的原因は協力

受入側による適切な措置（予算、人員など）の不足であるが、ドナー側である日本政府による

「相手側の援助受入能力の見極めの甘さ」も、間接的な要因としてあげられよう。結果的には、

本案件の協力内容が、相手側の運営能力を上回る施設の建設、機材供与であったことにも問題の

原因が見いだされる。

　また、本案件の場合、既存の組織や制度が存在しなかった土壌において、無償資金協力の実施

に伴って新たな組織が作られたわけであるが、供与された機材が日本製であり、維持管理および

更新に不便を強いていること、技術協力が諸般の事情で実施されていないことも、活用度の高く

ない現在の状況に至った遠因として指摘される。

(２)　農業開発センターの今後

　第５章で述べたように、2001年の Pat Feeder Canal Command Area Development Project

終了後、組織の存続が危ぶまれるような脆弱な体制のもと、現在、本センターは運営されてい

る。ADB融資プロジェクトのハード面（リハビリなどの工事）は1998年６月に終了し、今後本

格的に地域農家に対する営農普及および水管理指導が必要とされているだけに、将来的な展望を

描き得ない状況は残念であるといえる。

　このような問題点を抱える本センターであるが、この地域における農業センターとしての必要

性は今後ますます高まるものと思われるため、関係機関が協議し、具体的打開策を探ることが肝

要であると判断される。

　日本側としては、センター再建の鍵を握っているバロチスタン州農業省の動向を注視していく
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必要があり、さらに以下に示すような段階を踏みながら側面的に支援していくことも考慮すべき

であると思われる。

１）センターを主管しているバロチスタン州農業省に対して、今回の評価調査で指摘された問

題点についてのコミットメントを行い、その後の進捗をモニタリングする。

２）また、同じくバロチスタン州農業省に対してセンターの将来構想についての提示を求め

る。将来構想が提出された後、日本側との協議の場を持ち検討を行う。

３）前述した一連の措置で、バロチスタン州農業省の自助努力によるセンター再建の具体案が

確認された場合、かつ日本側からのフォローアップが不可欠と判断された場合は、支援案の

検討を行う。
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第８章　今後の第８章　今後の第８章　今後の第８章　今後の第８章　今後の JICAJICAJICAJICAJICAの協力の方向性についての教訓、の協力の方向性についての教訓、の協力の方向性についての教訓、の協力の方向性についての教訓、の協力の方向性についての教訓、提言提言提言提言提言

８－１　評価対象案件からの教訓、提言

(１)　地下水開発案件

１）モニタリングの強化

　案件実施後は定期的に本格的なモニタリングを実施し、その結果（たとえば案件実施前に課

したコンディショナリティーの履行状況）をもとに、案件の継続的実施の可否や類似案件の協

力方針の検討、および相手国政府に対するコミットメントなどを行うことが必要である。

２）機材活用に関する条件づけの強化、制度化

　日本政府の無償資金協力における基本的考え方を相手国政府に明確に伝えるとともに、相手

国政府が行うべき措置を案件実施の前提条件（コンディショナリティー）として課すことも検

討すべきである。

３）事前調査/基本設計調査の充実

　技術面のみに限らず、協力受入地域の社会構造などにもアプローチした調査が必要である。

たとえば本案件のような場合、裨益効果の観点からとらえると、１本の井戸ができるだけ多く

の農家（小規模農家を含む）により利用され、増収による経済事情改善につながることが理想

的である。そのためには、農民の組織化など、裨益効果増大のための前提条件となり得る項目

に関しての調査を実施し、その結果をもとに、相手国政府からできるだけ早い段階で、事業目

標を達成するために必要な措置などについてのコミットメントを取り付けることが肝要であ

る。

(２)　ナシラバード農業開発計画

１）事前調査/基礎設計調査の充実

　地下水開発案件の場合と同様、センター設立あるいは拡充に関する無償資金協力の実施に

際しても、従来以上に事前調査の充実（内容およびその期間）を図る必要がある。センター

の目的、活動内容、運営体制（予算、スタッフ）、地域農民のニーズ、スタッフの技術力、受

入国/州政府の農業政策、市場、既存類似センターの活動/体制および他の協力コンポーネ

ント（技術協力、研修）との連携の必要性などについて広範に調査を行うことが肝要である。

　そのうえで、アナリスト的視点で要請案件を厳選し、あわせてプロジェクト・デザインを

明確にできるように日本側の体制を構築することが、無償資金協力の効果的かつ効率的協力

の前提として求められる。その第一歩が協力活動の入口である事前調査/基礎設計調査の充

実であるといえる。
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２）段階的無償資金協力の実施

　第７章で述べたように、本センターの活動低迷の遠因は、受入先（バロチスタン州政府）

の援助受入能力を超えた大規模の無償資金協力の実施にもあったといえる。特に本センター

のように、無償資金協力の実施を契機として新組織が設立された場合、その施設、機材を有

効に活用するための体制（運営費、スタッフなど）を整備できないままに、荷物を背負い込

むような状況に陥る危険性がある。したがって本案件のように、研究室棟、研修施設棟の建

設などからなるセンター施設を建設する場合、施設整備計画は受入先の運営能力および活動

状況をモニタリングし、その結果を勘案し段階的に実施していくことが肝要である。

３）被援助国の状況を考慮した機材供与の必要性

　本案件の場合、供与された機材が現地の市場では見当たらない日本製であった。そのた

め、スペアパーツの入手が困難であるとともにメンテナンスサービス網がないために適切な

維持管理を行うことができず、故障した機材は放置されている状況であった。他国において

も、本センターのような問題を抱えている現場は多いと推定される。この点は受入先国の自

助努力以前の問題であり、ドナーである日本側の姿勢が問われる問題であるといえる。

　したがって今後は、仕様さえ満たされれば、受入国で流通している機材を極力選定してい

くなどの措置が必要になると思われる。そのような改善の積み重ねが、現在問われている

「援助の質の向上」にもつながるものといえる。

８－２　各協力スキームに対する教訓、提言

(１)　専門家派遣

　前述したように、現在、パキスタンの州政府の灌漑部局は、法人化される方向にある。そ

の関係上、今後の技術協力の受け皿がどのようになるかについては不透明な状態にある。し

かし、灌漑農業分野に対する協力の重要性は今後ますます高まるものと思われる。具体的に

は、今後、全国規模で必要となる灌漑施設のリハビリ、排水施設の拡充、維持管理の強化、

地下水開発、流域保全および塩害、湛水害の防止などの支援のための技術協力が考えられ

る。

　したがって、現在進行中の行政改革の進展を見極めつつ効率的な協力企画ができるよう

に、中央政府の灌漑分野主管部局（農業省など）にアドバイザー型専門家を派遣することが

現状では最適と思われる。そのアドバイザー型専門家の業務内容としては、パキスタン政府

に対する灌漑排水事業企画立案の支援、現在進行中の協力案件の調整および将来の協力案件

企画などが考えられる。

　現在、JICAパキスタン事務所では、国際湛水塩害研究所（IWASRI）への専門家派遣あ

るいはプロジェクト方式技術協力の導入を検討中である。塩害、湛水害防止の調査研究で調
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整的な役割を果たしている IWASRIへの技術協力は意義あることと思われるが、日本に技

術的蓄積が少ない分野における協力となるため、専門家のリクルート上の問題も生じる可能

性もあり、今後、十分な検討を行っていく必要がある。また、パキスタンは、技術者の語学

力（英語）が高い国であるため、円滑な協力のために、技術力はもちろんのこと相当な語学

力も要求されるといえる。

(２)　開発調査

　前述したように、パキスタン政府の財政状況は厳しく、開発関連予算も大幅削減（1997年

度の場合、対前年度比約20％の削減）されている。そのためADBなどの融資プロジェクト

における自己負担分をパキスタン政府が拠出できないような状態であり、今後、財政の大幅

な改善がない限り、大規模な灌漑基盤整備事業は実施できにくい状況にある。したがって現

状では、開発調査を実施しても直ちに有償資金協力に結びつく可能性は低いと思われる。

　当面は、良質な無償資金協力案件の発掘という観点に立った農村社会構造調査などを含む

広範な視点から開発調査を行うことが必要であると思われる。

(３)　無償資金協力

１）地下水開発関連

　前述したように、バロチスタン州、北西辺境州およびパンジャブ州北部の大半の農地は天

水地域に位置しており、地下水利用を行わなければ単収の増加および農家経済の改善もそれ

ほど期待できないという状況にある。したがって、適切な地下水開発とその利用に関する協

力は継続的に実施していく必要がある。問題はどのような形で協力を行っていくかに集約さ

れると思われる。

　現在まで継続的に実施されてきた井戸掘削用機材の供与は、これまでに指摘したようにそ

の活用に問題（公共性、基礎調査の欠如など）がある州が存在する。今後、案件を実施する

際にはコンディショナリティーを付加するとともにモニタリングを強化し、慎重に案件を実

施していく姿勢が求められる。

　なお、現在、進行中の地下水涵養ダム案件（フィージビリティー調査）は、過剰取水で地

下水位の低下が問題となっている地域での実施に向け、推進すべきであると思われる。

２）農村総合開発計画

　今回の評価対象案件には含まれなかったが、今後、「住民参加型開発」支援の意味合いに

おいて、農村総合開発の重要性は増してくるものと思われる。

　パキスタンの農業分野が抱える問題は多岐にわたっており、灌漑農業分野においても灌漑

施設というハード面のみによる協力では、効果を生み出しにくいといえる。したがって今後
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は、灌漑農業分野の無償資金協力においても、周辺インフラ整備（市場までのアクセス道、

集荷場、農業普及所整備等）などを含んだ案件の重要性が高まると思われる。

(４)　研修員受入

　灌漑農業分野における研修員の受入分野は、パキスタンの現状から判断すると「灌漑排水

施設の操作維持管理」にその重点を置くほうが効果的であると思われる。現在のパキスタン

の灌漑農業の焦点は、老朽化した施設の修復更新以外にも、効率的な操作維持管理による水

の合理的利用、農民参加による操作維持管理などにある。したがって、今後は「操作維持管

理」面の技術者の育成が急務であると思われるため、この分野の研修員受入は大いに意義あ

ることだと思われる。

(５)　第三国研修

　パキスタンの灌漑農業分野に対してのわが国の技術協力の実績は、現在までほとんどな

い。したがって、当面、第三国研修実施の可能性検討の余地はないものと判断される。
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